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はじめに

社会の秩序を形成し，社会発展の基盤である家族が動揺し始めている。それは世界的な傾

向である。

先進国では家族形成の前提である結婚そのものの意義さえ問われるようになっている。多

くの開発途上国においても，農村から都市への出稼ぎ，あるいは単純労働者として外国への

流出が増大しているが，このような家族生活の分断が社会問題をひきおこしていることもよ

く知られている。

日本においても例外ではない。主婦の労働市場への参加の激増，単身赴任，非行青少年の

増大，中高年の離婚の増加，片親と子供家族（とくに女親と子供）の増大等，家庭のありか

たについての基本問題が提起されるにいたった。

とくに，日本の異例的な速度で進行している人口の高齢化，めざましい出生率，死亡率の

低下改善によるライフスタイルの画期的な変化は，家族形態の多様化，家族機能の質的変化

をもたらしつつある。

儒教文化の影響を強く継承しながら，他方，明治以降における西欧文化の積極的な吸収は，

日本文化の特性を構築してきた。このような日本文化の重要な発現の場である家族に焦点を

当て，その解明を試みたのが本書である。

紙幅ならびに時間的制約もあり，十分意を尽くすことのできなかった点も少なくない。改

めて他の期間に完成を期したい。

本報告書の作成にあたっては，この分野の専門の先生方の特別の御協力をいただいたこと

に対し，厚く御礼を申し上げたい。

終わりに，本書制作事業にあたり，多大など支援をいただいた（財）日本船舶振興会（笹

川良一会長）ならびに国連人口基金（Ｎ、サディック事務局長）に感謝申し上げる。

1989年２月

財団法人アジア人ロ・開発協会

理事長田中龍夫
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第１章 総括 家族変貌の時代一

日本大学人口研究所名誉所長

黒田俊夫



１はじめに：家族論の台頭

家族とは一体何であったのか，といった家族の原点に戻っての考察の必要性が強調される

ようになった。アメリカや北欧では1960年代以降において，また日本においても1970年代以

降において，家族の変貌が専門家の間においてのみならず，広く社会の各層の間で重大な関

心の対象となるに至った。離婚，再婚，片親家族，家庭内暴力，青少年非行といった問題が

大きくとりあげられるようになったことは，このような問題の増大の背景となっている家族

そのものについての反省をひきおこしたと考えられる。

家族は社会の基本的単位として世界的にも普遍的な制度である。しかし，家族形態や家族

構造はそれぞれの社会や文化のもっている社会的，経済的組織によって特徴づけられている。

しかし，家族の研究において留意すべき点は，それぞれの社会の人口的条件とその変化の

特徴である。家族は主として社会学の重要な研究対象ではあるが，とくに第２次大戦後にお

ける人口の急激な変化の要因である出生，死亡，人口移動は家族そのものの構造に大きな影

響をもたらすことになった。日本はその典型的なケースである。

「家族人口学」の用語があることは，このような家族研究における人口要因の重要性を示

している。出生率の激落による夫婦当たりの平均子供数の激減，死亡率の著しい改善による

平均寿命の画期的な延長の結果としてのライフ・サイクルの革命的な変化，結婚年齢の晩婚

化，人口の高齢化による老人家族（老人夫婦のみ，あるいは１人暮らしの老人）の増加等は

人口変動の家族に及ぼす影響の著しい例である。

家族変動は，もちろん人口要因のみによるものではない。法の改正による家制度の廃止，

財産相続の均分制などの影響も無視することはできない。さらにまた，経済の高度成長や産

業構造の高度化による生活水準の著しい向上や職業や仕事内容の多様化，そしてまた都市化

の進展等が結婚観や家族構造，家族機能に変化をもたらすことはいうまでもない。

２日本の家族変貌の実体

本書は，国際的にみても重大な関心の対象となってきた家族問題を，とくに日本に焦点を

しぼって分析を行ったものである。儒教文化に特徴的な家族制度をもつとともに欧米文化の
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影響も著しい日本文化を代表する家族の変貌を明らかにすることは，国際的にもその意義は

大きいと思われる。同じく儒教圏の韓国や中国との比較研究や，さらにまたアジアの他の諸

国の家族の将来展望に対しても，本研究は有益な出発点として貢献することが期待される。

本書は総括（第１章）とともに家族問題に関連する６つのトピックを対象とする７章で構

成されている。

第１章は全体についての総論的な部分である。第２章「人口と家族」は家族人口学といっ

た観点の研究を強調しながら，家族問題の歴史的変化とくに家族の類型化，家族の機能と

いった基本的な問題についての検討を行い，以下各章における日本の家族問題への導入部門と

しての役割を果たしている。社会を構成するもっとも基本的な単位としての家族集団が文化

を異にする社会によって異なっていること，近代化した社会では核家族とよばれる家族形態

が支配的となっていること，しかし，この核家族制度も近年において結婚観の変化によって

新しい危機に直面するに至っていることについて概説を行っている。家族の崩壊がしばしば

指摘されているが，といって家族にかわり得るものが何であるか，またそれを象徴するよう

な変化もあらわれていない。家族がなんらかの意味において変化しつつあることは明らかで

ある。しかし，その変化の方向は多様化している。同じく儒教社会であるシンガポール，韓

国では３世代家族が支配的であるのに対して，中国では核家族が支配的である。近代化の度

合において，また政治制度において著しい差異を示している日本と中国では，それにもかか

わらず核家族化が同じように進んでいる。家族についての家族社会学，家族人口学による国

際的比較研究が切望されることを著者は強調している。

第３章は「家族変動の動向と要因分析」を扱っている。日本の戦後における世帯数の増加，

世帯規模の縮小の動向を分析し，とくに戦前の「家」制度がなくなり，夫婦中心の家族制度

が確立されたことを出発点として，人口移動の激化，親夫婦と子供夫婦の別居の増大，出生

率の著しい低下等による家族構造の変化を論じている。

家族構造の地域性については，核家族世帯率が大都市圏の府県において高く！山形，秋田

福井などの東北，北陸地方において低い。単独世帯率は東京でもっとも高く，次いで京都，

鹿児島において高いことが注目される。

家族構造の近代的高度化の度合いを示す指標として、核家族的世帯率”（核家族世帯と単

独世帯の合計の普通世帯数に対する割合）を都道府県別に比較してみると地域差の変化はき

わめて小さい。

世帯主率の最近の注目すべき変化が指摘されている。それは，２０歳代，３０歳代の青年層の

世帯主率がこの１０年間に低下傾向を示していることである。従来は，この若い年齢層の世帯
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主率が上昇傾向にあり，それが世帯数の増加に貢献してきた。その主たる要因は，男子若年

層の有配偶率の低下と，親との同居率の上昇である。反対に，６０歳代，７０歳代の高齢男子の

世帯主率が上昇しているが，これは有配偶率の上昇，有配偶の子との同居率の低下，さらに

子と同居する場合の世帯主率が上昇していることによるものである。ほぼ1975年以降に現れ

てきた若年男子の世帯主率低下の要因については，なお検討を要するであろう。

第４章は「家族と地域の開発」を論じている。

家族構造の地域性を表す指標として注目されるのは，６５歳以上の親族のいる一般世帯数を

分母として，その中に占める65歳以上の核家族世帯と65歳以上の単独世帯の合計の割合をと

っていることである。その値が50％以上である地域を゛夫婦家族制"の社会，５０％以下であ

る地域を、直系家族制〃の社会と規定している。代表的な夫婦家族制社会は東京，鹿児島，

高知等の13都府県であり，典型的な直系家族制社会は山形，富山，秋田等の34府県である。

地域の開発にあたっては，家族制度の地域的特徴を考慮すべきことが強調されている。た

とえば，老人扶養にあたって，同居を原則とする直系家族制社会では，在宅福祉を中心とし

ながらも配偶者や嫁の介謹負担軽減の福祉サービスが考慮されなければならないし，また別

居を原則とする夫婦家族制社会では施設福祉を中心とした施策が講じられなければならない

といった，地域特性に対する配慮が必要であろう。

最後に，著者は日本の家族制度についての基本的に異なった見解を紹介している。第１は

伝統的な直系家族制が今日も維持存続している（「同質論」），第２は直系家族制は崩壊して

夫婦家族制に転換した（「変質論」），第３は直系家族制と夫婦家族制の共存を主張する立場

である。一般的には第２の変質論が支持されている。

第５章は「人口高齢化と家族」を対象としている。ここではまず日本人口の高齢化が概観

されている。高齢人口の増加数，従属人口指数の変化，高齢人口の高齢化の現状と将来，さ

らに出生率低下傾向の持続と高齢人口の死亡率の改善にふれ，日本人口の高齢化が，現在推

計されている将来の高齢化水準をさらに上回る可能性のあることが指摘されている。

次いで高齢人口の家族類型がとりあげられ，とくに高齢者の核家族世帯と単独世帯の著し

い増加の可能性が指摘されている。

さらに，都道府県の高齢人口の家族類型が分析されている。地域からみた人口は，全国人

口の高齢化という要因だけではなく，人口移動による影響をも受けるため，高齢化の動向は

地域によって著しく異なっている。このような地域人口の高齢化の特徴の中で，高齢者世帯

の類型的分布の地域性が検討されている。

ここで著者の注目すべき1つの結論は，人口の高齢化が世帯構造の高齢化をもたらすとい
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う指摘である。

第６章は「世帯の将来推計からみた家族の変動」であって，厚生省人口問題研究所が1987

年に行った日本人の世帯についての将来推計の方法ならびに結果の概要が紹介されている。

戦後における日本の世帯の著しい変化の詳細な分析を基礎とし，男女年齢別世帯主率法に

よって，1985年を出発点として2025年までの推計が行われている。

将来の一般世帯についての男女・年齢・配偶関係別世帯主率は４つのシナリオによる仮定

が行れている。結果の詳細については本文を参照されたい。

最終章の第７章では，1988年４月毎日新聞社が日本大学と協力の下に行った「家族に関す

る全国世論調査」の結果の一部について紹介されている。転換期にある日本の家族について

のもっとも新しい情報としての意義は大きい。ここでは調査項目の中で，興味深いと思われ

るものが－部紹介されている。

シングル・ライフ志向派が20歳の女性では73％，３０歳代の男性では63％もある。離婚を考

えたことがあるものは少なくないが，けつきよく離婚をあきらめさせた有力な要因は子供で

ある。男性の台所仕事に対する考えかたは，男女計で賛成しているものは75影，男でも約７０

％に達している。家庭についての役割では経済的な意義，子育ての場といったことよりも，

安らぎの場，家族員の成長の場といった考えかたが強い。また，他方で先祖の墓を大切にす

ることに大部分のものが強い関心を示している。調査が示唆したことは，伝統と新しい変化

の共存していること，新しい世代人口の価値観の変化の徴候である。いいかえればそこには

日本の家族の転換期的特徴がみられるということである。

しかし，それにもかかわらず，家族の崩壊への示唆よりもむしろ保守的安定の傾向さえう

かがわれる。老親扶養についても，社会保障に強く依存する欧米型と，家族に強く依存する

アジア的な型に対し，日本の社会では公的扶養と私的扶養（家族）の両者をとり入れた中間

型に特徴がみられるように思われる。異例的な高齢化加速の日本における家族のありかたは，

もっとも重要な社会的，経済的基本問題であるといえよう。
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第２章人口と家族

日本大学人口研究所名誉所長

黒田俊夫



１はじめに：家族の崩壊論

近年，家族の分裂，崩壊あるいは潜在的崩壊')といった家族に対する悲観論的思想が強調

されるに至った。アメリカでの家庭崩壊論ははるかにはげしく，家庭形成の前提条件である

結婚自体が何であるかが問われるほどである。離婚率が世界でも例のない５（人口千人当た

り，1985）という高水準にあり，結婚，離婚，別居，再婚が繰り返される。子供は見知らぬ

母とか父の家庭にたらい回しされる。アメリカでＤＩＮＫとよばれる社会階層がある。教育

程度も高く，専門職の共稼ぎ夫婦は二重の高所得で子供は持たない(doubleincome,ｎｏｋｉｄｓ)，

という。しかし，他方において，このような家庭，結婚の混乱のアメリカにおいても「明る

い家庭」への反省が始まっているともいわれる。２）

1970年代において，アメリカでは核家族世帯数は減少し,他方，片親家族世帯と１人暮ら

し世帯はそれぞれ約75％，６０％の増加を示している｡3）このような家族，世帯類型，とくに

片親家族世帯や１人暮らし世帯が10年間にこのように激増したことはアメリカ社会における

家族や家庭の大変化を推察することができよう。

日本においても，片親と子供の世帯が最近において著しい増加を示してきている。1965年

から1975年の10年間においては，男親と子供の世帯の増加率は9.8％，女親と子供世帯の増加

率は4.6％と低かったが，1975年から1985年の最近の10年間に，前者は３８５％，後者は３１８％

と激増しており，家族構造の変化が近年において著しくなってきたことを示唆している。小

それにしても，1970年代のアメリカの片親家族世帯の増加率75％に比較すればはるかに小さ

い。

日本の場合，片親と子供世帯の中で女親と子供世帯が圧倒的に多いことは，家族問題の大

きな負担が女性側にあることを示唆しているようである。1985年の片親と子供の世帯数の８５

％は女親と子供の世帯である。１人暮らしの単独世帯は1975年から1985年の10年間に656万

から789万へと増大しているが，増加率は20％であって，アメリカの1970年代の10年間の増加

率の３分の１にすぎない。

しかし，アメリカのみならず，日本においても家族，世帯，家庭とよばれる社会構成小集

団が変化しつつあることは確実である。それがいわゆる崩壊の途をたどっているのか，ある

いはまた家族を越えた生活単位一たとえば１人暮らしや家族的関係の代償となるようなル

ームメイトやパートナーとの生活一が広く出現してくるのであろうか｡5）
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２家族変動の人口学的要因

家族は社会を構築する重要なブロックである。人口集団の観察において個人である個体が

対象とされるとき，それは原子的観察（atmistic）といわれるのに対して，家族が単位集団

として対象とされるときそれは分子的観察（molecular）とよばれる｡6）人口学においては原

子的単位としての個人を中心とした分析に焦点がおかれてきたが，すべての人間活動におい

て分子的単位の家族あるいは世帯という集団が参加することに注目し,この分野の人口学的

研究が推進されるに至った。最近ではdemographyoffamilyあるいはfamilydemography

といった用語が使用されるようになり，familyの人口学的研究が成果をあげるに至っている｡7）

それはまた当然のことといえよう。家族は一般に結婚を通じて形成されるが，この結婚自

体は結婚適齢人口の大きさ，結婚年齢，有配偶率，出生率，死亡率（平均寿命)，あるいは人

口移動等によって直接影響されることになるからである。「出生，死亡，結婚，離婚そして

居住形態の中での個人の移動性によって増幅されるこれらの現象は，世帯変動の牽引車であ

る｣｡8）

人口学が家族の研究に貢献した重要な1つの分野は瓜家族の生活周期〃の概念の展開であ

る。家族や世帯の大きさや構造が家族の生活周期の局面にしたがって変化することの研究は，

その生活周期自体の変化が戦後かなりの期間を経て後の現象でもあり，比較的最近のことで

ある｡家族についての社会学や人類学の分野の研究は，もちろん膨大な文献となって行なわ

れてきてはいるが’それらは小社会集団としての家族の研究であり，人口学的視点からのも

のではなかった．もっぱら家族成員間の人間関係，社会心理的関係あるいは家族の機能，と

くに育児や親子間の摩擦，家族の不安定といった家族問題が中心課題であった。このような

社会学の家族研究に,生活周期のダイナミックな側面を導入したのは人口学である。

家族人口学がその理論的研究において果たしてきた，あるいは果たしつつある重要な貢献

は，家族・世帯の大きさや構造の変化と，近代化工業化，都市化の過程の中での人ロ転換

との間の相互関係についての￣連の研究である。出生率の近代的低下傾向と世帯．家族の大

きさの縮小をもたらした家族の軌核家族化”への傾向についての研究が重要となってくる。

第２次大戦後における出生力，死亡の強力なコントロールはⅢ出生率および死亡率の著し

い低下をもたらした○出生力の低下は，家族の平均子供数の著しい減少，世帯規模の縮小を

もたらし，また他方で死亡率の顕著な改善は，平均寿命の著しい延長をもたらした。その結
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果，結婚を出発点とする生涯のライフスタイルは一変するに至った。また，さらに結婚年齢

の晩婚化，生涯独身率9)の増大等の要因が，家族のありかたに大きく影響するに至ったこと

は容易に理解することができよう。

３家族制度と社会構造

家族制度は，その社会の社会的，経済的組織によって形成される。しかし，同時に家族構

造は社会制度の構造に影響を与える。両者は不断の相互作用の過程の中で変化していくと考

えられる。しかし，家族の生活パターンの説明に社会制度の重要性が広くみとめられてきて

はいるが，社会組織のどのような特徴が家族のどのような特徴と結合しているかについては

なおコンセンサスが得られていないように思われる。

家族はいわば人間社会の1つの普遍的な制度であり，それは次の３つの主要な次元によっ

て特徴づけられる。

第１・家族は結婚，継承あるいは養子縁組によって構成される親族関係であるということ

である。もっともこの親族集団内における家族生活のパターンとか親族関係の内容は，それ

ぞれの文化によって異なってはいるとしても，親族関係が家族の基盤となっていることには

変わりはない。

第２・親族集団間およびその内部に現実にみられる差異は，家族制度の異なった型として

特徴づけられてきたことである。

第３・家族が幾多の機能を営んでいることは認められているが，家族制度はこれらの機能

によって単純に定義づけられることはできない。それは，ある社会の家族制度の内部で営ま

れているある種の機能が，他の社会では同じ家族制度の外で行われていることがあるからで

ある。

４家族制度の形態

家族制度は役割構造，家族集団あるいは世帯の榊造等の幾多の基準にもとづいて決定され

る。家族制度を大きく区分すると核家族（夫婦と子供）と拡大家族（核家族より大きい親族

集団）の２つとなる。核家族は，また基本家族，個人家族，結婚家族あるいは生物家族とも
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よばれるが，夫妻と社会的に認知された子供で構成されている親族集団である。結婚家族は，

その他の家族員と同居していない蝋近代的〃核家族を意味するために使用される。核家族の

概念には，またより大きな拡大家族の一部として構成されている夫・妻・子供の細胞をふく

めることができる。この場合には，､基本”家族という用語が，とくに人口学でしばしば使

用される。

伝統的家族という表現は，伝統的な核家族あるいは場合によっては拡大家族のいずれかを

意味することがある。伝統的核家族は幾多の点において近代的核家族とは異なっているｂ近

代的核家族の内部においては，決定権，財産所有権，責任と権利等が夫と妻，親子の相互作

用によって容易にきめられる。核家族は独立の住居をもっており，直接の家族員以外の親族

関係とのつながりは少ない。また，個人主義的価値観が基礎となっている。伝統的家族にお

いては，親族関係は，婚姻の結びつきよりもむしろはるかに広いものとなっている。経済問

題や所有権に関する決定権はまた結婚問題にも及んでおり，それは一般にその集団の長老に

属している。さらに，仕事に対する家族員の態度もこの２つの制度によって異なっている。

伝統的家族が家族的生産様式を基礎としている限りにおいて，家族内の階層構造が仕事の分

担を決定することになる。生産が労働市場様式の中で行われているような近代的核家族におい

ては，創意，個人主義，自己依存を基礎とする仕事の倫理が強調される。ここで核家族とい

うときは，主として近代的な意味としてのものであることはいうまでもない。

拡大家族が農業社会に結びついているのに対し，核家族は工業化・都市化社会の副産物と

して考えられることが多い。世界史の中で初めて，世界のあらゆる地域で，すべての社会制

度が早い速度で，あるいは緩慢に，結婚家族制度と工業化に向って進行している。伝統的家

族制度一通常は，拡大あるいは結合家族制度一が崩壊してきた。それは世界的な家族革

命であるといえるかもしれない｡10）

このようなＱ近代的〃核家族は，工業化社会を特徴づける地理的空間移動や社会移動に好

都合なものであるといわれてきた。もっとも農業社会から工業的，都市的，市場経済への移

行は緩慢なものであり，したがって家族形態の変化の.速度も緩慢である。その結果，それぞ

れの社会の内部における社会的，経済的変化の速度が異なっている場合には！異なった家族

形態のシステムが共存する。伝統的家族が，都市的工業化社会の生活に対し，少なくともあ

る期間は機能し，適応することは可能である。

拡大家族は，また，伝統的家族，合同あるいは結合家族，あるいは複合家族とよばれるが，

いずれにしても１つの核家族以上を包合する親族集団であって，一般には異なった世代を含

む集団である。その場合，必ずしも同じ世帯に同居しているとは限らない。通常は共同の住
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居が想定されているが，それは拡大家族の必要条件ではない。強力な親族関係，家族的紐帯

が，集団を橘成している核家族の居住場所とは無関係に存在することが重要な点である。こ

のような空間的には分散してはいるが，緊密な相互関係で結合されている家族を表すために

、修正拡大家族〃といった用語が提案されたりしている｡11)また，他方において，同じ世帯

あるいは住居に居住している拡大家族に対しては結合家族として区別されることもある。

複合家族は，一夫多妻の世帯あるいは未亡人，男やもめが再婚して子供が生まれているよ

うな家族に適用される。世帯構造の定義は必ずしも厳密なものではなく，時には重複しあっ

ていることもある。要するに，そこで使用される分類の基準によって決定されることになる。

これらの中には，単純家族世帯（子供のある１つの世代)，拡大家族世帯（子供のいる２つの

世代世帯)，複数家族世帯（傍系の結婚単位で構成されている２世代以上の家族世帯）といっ

た概念も含まれている。直系家族の概念もあるが，これは－組の祖父母を含む核家族を意味

するものとして使用されることがある。

拡大家族と核家族という二分性は必ずしも厳密な定義ではない。開発途上国やヨーロッパ

の前工業化社会におけるもっとも一般的な形態は，拡大家族であったという仮定は必ずしも

正しいものではないといった疑問が提出されてきている。今日では，前工業化時代のヨーロ

ッパにおいても，またおそらく開発途上の諸国においても，人口の大部分は核家族世帯の中

で生活していたし，生活しているⅢというように仮定されている。このような仮定を証明す

る資料はなお十分ではないが，インド，ネパールやまた一部のヨーロッパ地域についてのデ

ータはこの見解を支持しているようであるJ2）

５家族の機能

家族は，伝統的に幾多の機能，たとえば経済的’人口再生産，社会化余暇，保護ならび

に法律上の機能を営んできた。しかし，これらの機能の内容については文化を異にするにし

たがって異なっているばかりでなく，拡大家族と核家族によっても異なっている。

拡大家族においては，経済機能は家族の生産様式，とくに農業社会あるいは家内工業的な職

業に依存している。この経済的基盤を維持し，生存を守っていくために，拡大家族は家長階級

制の形態をとり，相続制度や財産の承継は，集団の団結性の保持のために必要な仕組みとなっ

ている。人間の再生産の機能は，家族の生産システムのための労働力の確保が大家族の中で充

足されるという経済的機能と関連している。しかし，大家族の規範は，老後における扶養の
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ための男児の必要，あるいは宗教上の儀式のためといった社会的価値観によって支持されて

いる。経済機能が家族の生産様式によって果たされる以上，家族の中での職業的訓練を通じ

て社会化機能の重要部分が実行される。宗教上ならびに社会的慣行の伝達は，社会化目標の

重要な構成部分である。家族法を欠如している場合，家族は，集団内における権利，義務を

定めるという法的機能をもつことになる。子供の社会的認知とか結婚の手続きなどはその－

部である。保護機能には，老人の扶養，援助やまた心理的，肉体的保護等が含まれる。

核家族の機能は，その内容や範囲において拡大家族のそれとは多少異なっている。社会変

動，近代化そしてとくに市場経済の工業化によって，家族およびその機能のあるものは影

響を受けることになる。家族の経済的機能の変化はとくに顕著である。経済的機能の変化は，

家族内の生産様式が家族外の仕事への移行に結びついている。家族の経済的基盤は親戚集団

から核家族に移行する。結婚を中心とする家族と子供が親戚集団から受ける経済的援助は減

少する。経済的機能の変化は家族の社会化機能にも影響する。生産様式が非家族化するとと

もに，核家族は，拡大家族にみられたような成員に対する職業訓練を行う必要はなくなる。

このことはまた，核家族の親戚集団への依存度を弱め，そして核家族の自律性をいっそう高

めることを可能にする。家族の価値観も当然にいっそう個人主義的となる。工業化・都市化

社会における家族の保護機能は，部分的にあるいは完全に国家によって遂行される。社会化

機能は政治組織や宗教団体の非家族的活動によって補足されることになり，また教育は公共

部門が担当することになる。家族的生産様式が衰退し，家族企業に対する家族員の訓練の必

要性がなくなってきたこと，他方において工業生産は家族が果たすことのできない高度な技

術的訓練を必要とすることとなる。

再生産機能もまた核家族では異なっている。労働力のための大家族，老後を援助してくれ

る多数の子供，高い乳幼児死亡率を考慮しての多子といった必要性が減少するとともに，大家

族に対する期待もなくなってきた。効率的な出生規制手段の出現もあって，家族規模は縮小

し，出生選択はますます夫婦の希望，決心に依存することとなり，親戚集団の要請からくる

圧力はなくなってきた。もちろん，同時にその他の要因も作用したことはいうまでもない。

たとえば，工業化による地理的移動性の増大や出生規制手段の普及といった要因は，家族規

模の縮小を現実に可能ならしめた。
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６家族と結婚の動向

結婚は１１つの制度として，家族の基盤であると伝統的に考えられてきた。それとは反対

に，社会組織の生産物と考えられる家族はまた，結婚の特徴を作り出すと考えられた。もち

ろん，その結婚の特徴は拡大家族と核家族において著しく異なっている。しかし，結婚の特

徴が直接家族制度によってどの程度規定されるか，そしてまた家族形態や結婚の特徴が実際

にそれらの共通の社会的環境によってどの程度決定されるかは，なお学問的には明らかにさ

れているとはいえない。

しかし，結婚パターンの変化が社会経済的，文化的要因に関係していることが多くの研究

によって指摘されている。結婚パターンが変化することによって，家族形態も影響を受ける

ことは容易に理解される。

一般に，核家族形態の下では結婚に対する比較的高い期待の傾向がみられるが，しかし未

婚の状態にあることに対する社会的圧力や家族からの圧力は，拡大家族の社会に比較すると

著しく弱い。核家族制が普及している社会では，法的結婚への社会的圧力は減少し，結婚に

よらない同棲が多かれ少なかれ一般的となっている。このような場合でも，社会的には承認

されている場合もしばしばあり，また，このような同棲の増加は結婚制度のみならず，家族

の崩壊につながるものとみなされる場合もある。

他方において，離婚の増大傾向が欧米では著しい。1965年頃から離婚は増大し始めたが，

その頃と比較すると現在ではほぼ２倍に増大している。とくに，アメリカ合衆国では人口千

人当たり５件で，日本の1.3件の４倍に近い。

近代化社会は結婚を軸とする核家族制度を生み出した。それはまた近代化社会に対する人

間の適応であり，また経済発展に好都合な体制であった。家族革命ともいうべき社会変動であ

った。しかし，今日，この核家族制度自体にも新しい変化が発生している。

第１は，核家族を形成する基盤である結婚システム，あるいは結婚観の変化である。日本

はすでに国際的にみても著しく晩婚化しているが，それでもなお青年層の間でのシングルラ

イフ志向の傾向がかなり強まっている。たとえば女性では54％，男では42％がシングルライ

フに賛成したり）3)あるいは独身生活に利点ありと考えるものが男で82%,女で89%にも達し

ているJ4)このような傾向が生涯独身率や結婚年齢にどのような程度の影響をもたらすかはあ
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きらかではないが，少なくとも結婚年齢の延長の方向への影響は避けられないであろう。

結婚が見合いという伝統的な形式から恋愛へと大きく変わってきていることも注目してよ

いであろう。女の60％，男の55％は恋愛結婚を，とくに20歳代前後では70％前後のものが恋

愛結婚を希望している｡'5）

第２は核家族という形態の内部での変化の徴候である。それは核家族を構成している夫と

妻の関係が，妻の社会的経済的独立性の発展にともなって，それぞれがい私化"'6)してきたこと

である。このような傾向は，離婚や再婚，同棲などの増加によって家族集団の安定性が崩れ

て，家族は家族という集団としてではなく，個人にとって，ある時期に，ある個人と個人

の組み合わせによってつくられるものである。したがって，家族生活は個人にとって選択さ

れるライフスタイルの1つである｡'7）

このような核家族の変化がいわゆる家族の崩壊に必ずしもつながるものではないが，しか

し，家族の変化の重要な側面として注目する必要があろう。

同じく儒教社会である中国，韓国，シンガポールといった諸国との比較研究は，日本の家

族問題の研究にとって有用であると思われる。核家族形態の支配的な中国，子供夫婦と同居

の拡大家族が支配的である韓国，シンガポールといったように同じく儒教社会であっても家

族形態は異なっている｡'8）

家族についての社会人口学的，あるいは家族人口学的研究による徹底した分析が切望され

る。

（注）

１）生命保険文化センター編．山根常男監修「ゆれ動く現代家族｣，日本放送出版協会，1984,pp198

-199・生命保険文化センター編，「いまの家族これからの家族」１１家族とはなにか－潜在的家族

崩壊について（山根常男)，日本放送出版協会，1985,ｐｐｌｌ－１５、

ここで山根が主張している家族の潜在的崩壊というのは，家族の形態は維持されているが，家庭と

しての十分な機能が果たせなくなっている場合と定義されている。

２）木村尚三郎：家族の時代一ヨーロッパと日本一，新潮選轡，新潮社，1985,ｐｐ,212-213.

3）WhiteMichaelJ.，andTsui，ＡｍｙＯｕｇ，：APanelStudyofFamily-Level

StructuralChange，Jbu7几α【Ｑ／Ｍｂｒｒｍｇｅα〃ｄｔｈｅＦｈｍｊｂｌ４８（Mayl986)，ｐ435.

4）男親と子供Ⅲ女親と子供世帯の変化を国勢調査結果によってみると次の如くである。

（単位，1,000世帯）

年次 男親と子供世帯女親と子供世帯

1965

1975

(1965～75）増加率
１９８５

(1975～85）増加率

23.4

257
９．８％
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３８．５形
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1,553
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３１８影
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フィンランドの89.5％（1980）である。アイルランドでは50歳になるまで結婚したことのない女子が

１５％もあるということで，家族の類型分布に与える影響は大きい。（UnitedNationsFirst

Marriage：PatternsandDete｢mjnants，Ｎｅｗｙｏｒｋ，1988．Table５.）アイルランドの４５

～49歳集団の既婚率(有配偶者および死別，離別者を含む)は，1940年では男６５９％・女74.0％，同じ

く1950年では男67.0影，女７４０％であった。いいかえれば，男は30％以上，女では４分の１が45～４９

歳になっても未婚であったということで，１人暮らし世帯の著しく多かったことを示している(Ｇｏｏｄｅ

Ｗ.Ｊ，WorldRevolutionandFami]yPattems，TheFreePressofG1encoe，London，

1963,ｐ､49,Ｔａｂｌｅｌｌ－７）。

10）Goode,ＷＪ，ChangesinFamilyPatterns，ｉｎＴｈｅＦａｍｉｌｙａｎｄＣｈａｎｇｅ，ｅｄｉｔｅｄ

ｂｙＪｏｈｎＮ・Edwards・Alfred，AKnopf，Ｎ､Ｙ､，ｐ,19.との論文は，Goodeの著書

ＴｈｅＦａｍｉｌｙ（AnglewoodCliffs．Ｎ､Ｊ：PrenticeHall，Inc.‘1964）の一部である。

11）Kumagai1F.、ModernizationandtheFamilyinJapan，ｊＯＬＬｍａｌＯ／FbDmiJy

HrsCo秒，vol，１１，No.４pp､371-382.住居を共にしないが，強力な家族関係が維持されている例

として，中国があげられる。中国の農民は，両親や兄弟と同居していない場合でも隣の家に住んでい

るといった場合が多い。このような物理的な接近が，親戚どうしの世帯の紐帯に大きな影轡がある以
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上，世帯のみに焦点をおくと家族関係の重要な部分を看過することになる。（Lavely，ＷＲ.,and

BohuaⅢＬｉ.]HouseholdStructureinLiaoning，Hebei，andFujian8APreliminary
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国家族栂造の変動，pp289-302参照。費考通教授は，中国では大家族であったし，またそうである
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で10＄，1981年で21％，他方核家族は1936年で24％，1981年で39影であったと報告している。1982年

の国勢調査結果によって世帯人員規模別に分布をみると，３人が16.1％，４人が195％，両者あわせ

て35.6％，７人以上の世帯数は14.9％にすぎない。このことからも核家族が圧倒的に多いことを示唆

している（国務院人口普査弁公室・国家統計局人口統計司編：中国1982年人口普査資料，1985169．

家庭戸的規模，pp474-475)，また，この1982年センサスによると２世代世帯Ⅲいわゆる核家族は

67.5％であって３分の２以上を占めている。また，世帯規模の平均は1982年では4.43人，１９５３年は

４．３０人，1964年4.29人であって著しく安定している。３世代以上の大家族はほぼ20影前後であって，

1949年の解放後30年以上にわたって同水準が維持されている（黒田俊夫：日中高齢化比較研究プロジ

エクトー総括，ＵＮＦＰＡ委託研究，1988年日中高齢化問題専門家会議，バックグラウンドペーパー

No.ＬＰｌ８)。

13）日本大学と毎日新聞社が共同で1988年４月に全国サンプル調査を行った「家族に関する世論調査」

（その結果の一部は昭和63年５月４日付毎日新聞社朝刊掲戟)。

14）厚生省人口問題研究所「昭和62年度独身者の結婚観に関する全国調査」概要昭和63年９月。

15）前項の厚生省人口問題研究所調査。

16）目黒依子：「個人化する家族」勁草書房，1987年，pii、

17）前記目黒依子，piii-iv、

18）Hashimoto・Akiko，“UrbanizationandChangesinLivingArrangements,”
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第Ｓ章家族変動の動向と要因分析

日本大学法学部教授

岡崎陽一



はじめに

家族はわれわれが日常生活を営む場合の基本的な場を提供するものであるが，家族の構造

は経済社会環境の変化とともに変動する。以前は１つの家族のなかにいく組かの夫婦とその

子供が合わさって存在し，生活する大家族が多く見られたが，近代的生活環境が支配的にな

るにつれて，多くの家族は夫婦とその子供で構成される，いわゆる「核家族」になってきた。

その良否は別として，現実に核家族化の傾向は抗しがたいものとなっている。

家族の問題は，それぞれの社会がふるくから保持している伝統によっても影響され，単純

な解釈や見通しをたてることはできない。また家族の内容については，それが人間的な結び

つきを重要な要素とするものであるだけに，統計的に把握するだけでは十分に分析をしたこ

とにはならないであろう。しかし，人口の分析と同様に，家族の分析の場合も，とりあえず

統計データによってその変動の動向を明らかにし，要因分析を行ってみる必要がある。

本章の目的は，その意味で家族についての基礎的な分析を行うことにある。

１世帯と家族

周知のとおり，家族という概念は血縁的な人間関係を中心とした概念であって，その存在

を統計的に把握することが難しい場合がある。家族の成員が必ずしも同一の住居に住んでい

るとはかぎらないからである。それゆえ，家族に関する統計的把握は，通常，「世帯」とい

う概念を媒介して行われる。

世帯は「住居と生計を共にしている人の集まり」と考えられているが，しかし，独りでい

る単身者も１つの世帯を構成すると考えられることになっている。そのほか，世帯の概念は

拡大して定義しなければ，世帯を単位にして統計調査を行うのに支障が生じる。

そのようなしだいで，世帯を正確に定義することはなかなか難しいが，国勢調査などの調

査では世帯は次のように定義されている。

まず，「一般世帯」と「施設等の世帯」に区分される。一般世帯は，住居と生計を共にし

ている人の集まり，１戸を構えて住んでいる単身者，間借り・下宿などの単身者及び会社な

どの独身者の単身者をいう。なお，一般世帯と住居を共にする単身の住み込みの雇人はすべ
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て雇主の世帯に含まれる。施設等の世帯は，一般世帯を構成する人以外の人またはその集ま

りであり，それには次の者が含まれる。(1)寮・寄宿舎の学生・生徒，(2)病院・療養所の入院

者，(3)社会施設の入所者，(4)自衛隊の営舎内居住者，(5)矯正施設の入所者など。

なお，昭和55年国勢調査以前には，世帯は普通世帯と準世帯に区分されていた。その場合

の普通世帯は，前述の一般世帯の住居と生計を共にしている人の集まり，１戸を構えて住ん

でいる単身者であり，それ以外の人はすべて準世帯に含まれていた。

ところで，統計上の家族は，一般世帯をその世帯員の世帯主との続き柄に基づいて家族類

型別に区分することによって把握される。

世帯主と親族関係にある世帯員がいる世帯は「親族世帯」である。なお，世帯員のなかに

営業使用人，家事使用人などの非親族が同居している場合，これらの世帯員も親族世帯に含

まれる。それゆえ，「夫婦のみの世帯」がある場合，そのなかには，夫婦２人のみの世帯の

ほか，夫婦と家事使用人から成る世帯も含まれることに注意する必要がある。「非親族世帯」

というのは，２人以上の世帯員から成る世帯のうち，世帯主と同居人，家事使用人または営

業使用人などの非親族の関係になる者のみによって構成されている世帯である。最後に，「単

独世帯」というのは単身者だけの世帯である。けつきよく，一般世帯は，世帯主を中心とす

る親族関係によって，「親族世帯｣，「非親族世帯｣，「単身世帯」に分けられることになる。

そしてさらに，親族世帯が細かく区分され，それによって家族構造の変化を把握するための

統計が作成されている。家族構造については，節を改めて説明することにする。

世帯数はどのように増加したかⅢ人口の増加との関係はどうであったか。表１に昭和30年

以降の状況が示されている。この表には，世帯の定義の変更を考慮して，普通世帯でみた場

合と一般世帯でみた場合が示されている。ただし，どちらでみても，傾向は同じである。普

通世帯でみると，昭和60年に世帯数は36,478,000世帯，それに含まれる世帯人員は''71832000

人であった。昭和30年以降毎５年ごとの世帯数の増加率は，３０～35年の１３３影から45～50年

の15.5％まで，各期間１０％以上の増加が続いていた。しかし，５０～55年，５５～60年と最近の

10年間はその増加率は10％以下に下っている。他方１世帯人員は昭和30年から60年まで，増

加率に若干の変化はみられるものの，世帯数の増加率にみられるほどの大きい変化はなく，

しかも，全期間を通じて，つねに世帯数の増加率は世帯人員の増加率を大きく上まわってい

た。

世帯数の増加が世帯人員の増加を上まわっていたことは，いいかえれば，1世帯当たり世

帯人員すなわち世帯規模が縮小していたことを意味し，実際表１でみるとおり，昭和30年か

ら40年までそれは４人を上まわっていたが，４５年以降３人台になり／昭和60年には普通世帯
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で3.22人，１般世帯で3.14人になっている。

表１人ロと世帯数の増加

増加率（影）

雨藪T面~箒７(~頁
世帯の種類

年次

普通世帯

昭和30年
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４０
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５０
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４０

４５

５０
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０
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19,871

23.280

27,071

31271
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36,478
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９０，２８５

９４．３９３
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107,970

113,733

117,８３２

5.222,538193,4191４．１４ 15.9

８
６
４

■
。
●

６
４
３

10.9

６．６

６０

1031351

110,338

115,451

1191334

3．４１

３．２８

３．２２

３．１４

３０，２９７

３３，５９６

35,824

137,980

資料：国勢調査

表１でみたとおり，世帯数と世帯人員のアンバランスな増加は結果的に世帯規模の縮小を

もたらしたが，その背景に働いた要因の影響は大きく，かつ重要なものがあった。世帯数の

増加をうながしたものは，第１に人口（世帯人員）の増加であったが，それ以外に世帯の分

裂も1つの大きな原因であった。そして世帯数の増加が昭和30年代，４０年代にとくに著しか

ったことから容易に推測されるように，それは人口移動とりわけ若年人口の都市への移動に

よる影響が大きかった。またいわゆる核家族化，親子別居の増大も１つの世帯数増加の要因

であったにちがいない。

世帯規模の縮小については，出生率低下による子供数の減少も見逃すことのできない要因

である。昔，日本の家族は平均５人の子供を産んでいたが，単純に計算すれば，それだけで

も，夫婦と子供５人で家族規模は７人になる。戦後子供数が２人になったが，その場合，家

族規模は夫婦と子供２人で４人に縮小することになる。
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表２に，一般世帯について，世帯人員別にみた世帯数の変化が示されている。昭和45年以

降の状況であるから，すでに世帯人員の多い世帯の割合は少なくなっているが，増減率をみ

るとわかるように，昭和50年以降は世帯人員が３人以上の世帯の増加率はきわめて小さくな

っており，世帯人員２人の世帯の増加率がもっとも大きく，ついで単独世帯の増加率が大き

いという状態になっている。ただし，昭和60年の時点でも，一般世帯のなかでもっとも多い

のは４人世帯（23.7％）であり，ついで１人世帯（20.8％)，２人世帯（18.4％)，３人世帯

（17.9影）の順になっている。なお参考のために，主な先進国の世帯規模をみると（表３)，

日本の3.1人（1985年）に対して，ソ連が4.0人（1979年）ととくに大きいほか，イタリアが

3.0人（1981年）でほぼ日本と同水準であるが，その他の先進国はいずれも３人を割った小規

模になっている。少産と核家族化がその原因であることは改めて指摘するまでもない。

表２世帯人員別一般世帯数

世帯人員別割合（影）一般世帯数（1000）
世帯人員

昭和45年

０
８
４
９
７
１
２
９

０
０
０
８
７
３
１
５
２

６
０
２
１
１
２
１

6０5０ 5５

総数

１人

２

３

４

５

６

７人以上

100.0

１９．８

１６．８

１８．１

２５．３

１１．１

５．７

３２

37,980

７，８９５

６，９８５

６，８１３

８，９８８

４，２０１

１，９８５

１１１１３

100.0

20.3

13.8

１７．６

22.7

12.9

７．５

５．１

100.0

１９．５

１５．６

１８．６

２４．７

１１．６

６．１

ａ７

35,824

７，１０５

6,001

６，４７５

9,070

３，９８２

２，０３３

１，１５７

30,297

６０１３７

４，１８４

５，３２２

６，８８５

a907

2285

L577

33,596

６，５６１

５．２５７

６，２５９

８，３０１

３，９０４

２，０３７

１，２７７

増減率（形）
世帯人員

55-60

６．０

１１．１

１６．４

５．２

－０．９

５．５

－２．４

－３．９

総数

１人

２

３

４

５

６

７人以上

１０．９

６．９

２５．６

１７．６

２０．６厚

-0.1

-10.9.

-19.0

６
３
２
５
３
０
２
４

●
■
●
●
、
●
●
●

６
８
４
３
９
２
０
９

１

’
一

資料：国勢調査
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表３主な先進国の世帯規模

国名（年次）

日本（1985）

ソ 連（1979）

イタリア（1981）

アメリカ合衆国（1980）

フランス（1982）

西ドイツ（1972）

イギリス（1981）

スウェーデン（1980）

世帯規模

３．１

4.0

:！
２．７

２．７

２．７

２．３

資料：ＵＮ.，DemographicYearbook

２家族構造の変化

戦後わが国の家族は大きく変化したといわれている。たしかに戦前の「家」を中心とした

家族制度は法的にもなくなり，夫婦を中心とした新しい家族制度ができた。そのことは人々

の意識のうえでも大きな変化をもたらしたことは事実である。ここでは，そうした変化が統

計的にどのように表れているかを見ることにする。

前述のとおり，統計調査でとらえられる一般世帯は，世帯主を中心とする世帯員の関係で

親族世帯，非親族世帯，単独世帯の３つに区分されるが，そのうちの親族世帯はさらに細か

く，核家族世帯とその他の親族世帯に分けられ，そのなかがさらに細かく区分されて統計表

に掲げられている。そのように集計された一般世帯の最近の状況をみると，表４に示されて

いるとおりである。昭和60年に一般世帯は総数3,798万世帯あったが，親族世帯は30,013,000

世帯（79.0％）を占め，非親族世帯は73,000世帯（０．２％)，単独世帯は7,895,000世帯(20.8

％）であった。ところで，親族世帯はさらに核家族世帯とその他の親族世帯に分けられてい

るが，その定義の仕方は「親族の中で原則としてもっとも若い世代の夫婦とその他の親族世

帯員との関係に基づいて」分けられている。それゆえ，通常三世代といわれている老親と若

夫婦とその子供たちから成る世帯は，この区分におけるその他の親族世帯に含まれている。

そして，核家族世帯というのは，表４に示されているように，夫婦のみ，夫婦と子供，男親

と子供，女親と子供から成る世帯である。
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表４家族類型別一般世帯
(形）(1,000世帯）

０
０
０
７
０
９
４
０
２
８

０
９
０
３
０
０
５
９
０
０

６
０
７
６
１
４

家族類型

総数

Ａ親族世帯

１核家族世帯

夫婦のみ

夫婦と子供

男親と子供

女親と子供

２その他の親族世帯

Ｂ非親族世帯

Ｃ単独世帯

０
０
３
５
１
８
９
７
２
８

●
●
■
●
□
●
●
●
●
巾

０
０
０
２
２
０
４
９
０
９

０
８
６
１
４

１
１

１０
３
５
６
５
８
６
８
２
５

勺
●
●
●
句
Ｇ
■
●
■
●

⑪
帥
卵
、
妃
０
４
０
０
９

２
１

１

37,980

30,013

22,804

5,212

15,189

３５６

２，０４７

７，２０９

７３

７，８９５

35,824

28,657

2Ｌ594

４，４６０

１５，０８１

２９７

１，７５６

７，０６３

６２

７，１０５

33,596

26,968

19,980

3,880

14,290

２５７

１，５５３

６，９８８

６７

６，５６１

資料：国勢調査

核家族世帯は，昭和60年に22,804,000世帯で，一般世帯総数の60.0％を占めている。その

なかでは夫婦と子供から成る世帯がもっとも多い。夫婦のみの世帯は核家族世帯の23％ほど

あり，女親と子供の世帯，男親と子供の世帯はそれほど多くはない。しかし，女親と子供か

らなる世帯は2,047,000世帯あり，実数的にはかなり多いし，後述のとおり増加率も高い。核

家族以外の親族世帯は昭和60年に7,209,000世帯で，一般世帯の19.0影を占めている。いわゆ

る三世代世帯がこの中に含まれているが，その割合はしだいに低下してきている。

このように家族類型に区分した世帯数は）表５に示されているように，昭和35年以降最近

までの間に，それぞれ，著しく異なった増減ぶりを示している。まず核家族世帯は，地方か

ら大都市への人ロ集中が激しかった昭和35～40年には22.7％と高い増加率であったが，その

後，やや増加はゆるみ，４０～45年には17.8％，４５～50年には16.3％の増加率であった。しか

し，５０年代に入ると著しく増加が鈍化し，５０～55年には8.1％，５５～60年には5.6％であった。

これは，その背景に人口移動が減少して世帯の分割が少なくなったことや結婚数が減ったこ

とが原因であった。核家族世帯は最近伸びが減少しているが，その中において男親と子供，

母親と子供からなる核家族世帯は50年代に入って10％を越える増加になっている。その原因

は，最近の離婚率の上昇や単身赴任などによる夫婦別居の増加にあるとみられている。

単独世帯も最近増加が著しい。昭和60年における単独世帯は789万世帯で，５年前と比べて

11.1影の増加である。このうちで，1人で１戸を構えて住む単身者は639万人，会社などの寮

・寄宿舎，下宿屋に住む単身者は128万人，住宅に間借りの単身者は22万人である。そのなか
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表５家族類型別一般世帯数の増減率
(影）

家族類型

総数

Ａ親族世帯

１核家族世帯

夫婦のみ

夫婦と子供

男親と子供

女親と子供

２その他の親族世帯

Ｂ非親族世帯

Ｃ単独世帯

5５－６０

6.0

４７

５．６

１６．９

０．７

１９．６

１６．６

２．１

１８．０

１１．１

９
１
３
６
６
７
２
７
５
９

□
Ｓ
●
●
■
●
●
●
の
の

０
２
６
０
４
１
４
１
３
６

１
１
１
３
１

３

６
３
１
９
５
６
１
１
５
３

●
白
●
●
●
Ｐ
●
▲
●
●

６
６
８
４
５
５
３
１
７
８

１
１
１

２
７
８
６
７
７
７
４

●
●
Ｃ
●
●
●
●
□

４
２
９
３
５
２
０
８

１
２
３
２
｜

’
Ｉ

５
８
６
０
２
４
１
７

の
曰
の
■
■
●
●
●

２
７
９
８
８
０
１
３

１
１
２
１

１

資料：国勢調査

で増加が著しいのは，１人で１戸を構えて住む単身者で18.7％の増加率であるが，これに対

して，会社などの寮・寄宿舎，下宿屋に住む単身者，また住宅に間借りの単身者は減少して

いる。

全体として，家族類型別世帯の変動からみた最近の特徴は，核家族化の進行と単独世帯の

増加にあるといえるが，この傾向は今後の高齢化社会の見通しとあわせて考えるとき，大き

な問題をはらんでいることは明らかである。この問題については後の章で詳しく論じられる

であろうが，国勢調査の結果からみても，６５歳以上の親族のいる一般世帯の中での単独世帯

は昭和50年から60年までの10年間に63万世帯から118万世帯へと1.9倍に増加しているし，ま

た夫婦のみの世帯も91万世帯から165万世帯へ1.8倍に増加している。これらの世帯すなわち

高齢者が単独で，あるいは夫婦だけで住んでいる世帯の増加は，今後人口全体が高齢化する

なかでますます強まっていき，いろいろな社会的支援を求めるであろう。他方，老人が子供

夫婦と同居している世帯数も増加しており，今後同居率は低下しても，老人を自分の家庭の

中で世話をする世帯の実数はあまり減らないとみるべきである。そして，そのような世帯は

またそれなりに大きな問題をかかえ込むことになり，この面でも社会的支援が要求されるこ

とになるであろう。
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３家族構造の地域差

家族構造は全国的にみて変化しているが，これを地域別に比較すると，同一時点において

もかなりの差異がみられる。地域問題については後の章で説明されるので，ここでは基本的

な地域差を指摘するに止めたいと思う。

まず，家族構造を示す１つの指標として普通世帯数に占める核家族世帯数の割合（核家族

世帯率）による府県別比較をしてみると表６の通りである。昭和60年に核家族世帯率が最高

であったのは埼玉（70.3％)，次いで神奈川（69.0％)，大阪（68.7％）であった。いずれも

大都市地域の中心に位置する府県である。反対に，核家族世帯率が最低であったのは山形

（46.6％)，次いで秋田（51.4％)，福井（51.5％）であった。いずれも大都市地域から離れ

た，いまだに農村的色彩の強い県である。核家族世帯率が高い府県は東西を問わず位置して

いるが，それが低い県はどちらかといえば東日本に多く，西日本に少ないといえる。これら

の特徴は昭和35年以降ほとんど変わっていない。

もう１つの家族構造の指標として単独世帯数が普通世帯数に占める割合（単独世帯率）を

みると表６の通りである。この場合，単独世帯率が最高の地域は東京（30.4％)，次いで京都

（21.8％)，鹿児島（21.6％）となっており，大都市地域だけではなく，南九州の鹿児島でこ

の率が高いのが注目される。ちなみに４位は高知（20.7％)，５位は大阪（19.2％）であり，

高知の率が高いのが注目される。反対にこの率が低いのは滋賀（１０．０％)，富山（１０．１％)，

奈良（10.7％）である。単独世帯率についても，どちらかというと東日本で低く，西日本で

高いという特徴が見られる。

核家族世帯率と単独世帯率の２つの指標で家族構造の地域差を見たが，そのような地域差

をもたらしている原因の１つは，西日本において高年齢者世帯率が高いこと，そして高年齢

者世帯において核家族世帯率（老人夫婦のみの世帯率）と単独世帯率（老人単独世帯率）が

高いことにあるとみることができる。したがって，家族構造の地域差の背景には人口移動や

生活習慣に関する地域差が存在するものと考えなければならない。

以上で用いた核家族世帯率と単独世帯率を合わせて核家族的世帯率という指標にまとめる

ことができる。これらはいずれも普通世帯数を分母にとり，核家族世帯数，単独世帯数，核

家族的世帯数（核家族世帯数十単独世帯数）を分子にとって比率を計算したものである。最

後の核家族的世帯率は，ごく簡単に言うなら，その地域の家族構造がどの程度近代的構造化
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しているかを示す指標とみ

てよいであろう。昭和60年

の状況だけが表６には示さ

れているが，昭和45年以降，

状況がどのように変化して

いるかを確めてみると，全

国的に核家族的世帯率が高

まっている点は事実である

が，４６ないし47都道府県の

比率の変動係数（標準偏差

÷平均値）でみるかぎり

0.103ないし0.104で，地域

差にはほとんど変化がない

といってよい。

表６家族概造の地域差

(昭和60年）

都道府県

全国
１北海道
２宵森
３岩手
４宮城
５秋田
６山形

７福島
８茨城
９栃木
１０群馬
1】埼玉
１２千葉
１３東京
１４神奈川
１５新潟
１６富山
１７石川
１８福井
１９山梨
２０長野
、岐阜

２２静岡
２３愛知
２４三童
２５滋賀
２６京都
”大阪
２８兵庫

２９奈良
３０和歌山
３１鳥取
３２島根
３３岡山
３４広島
３５山口

３６徳島
３７番１１１
３８愛媛
３９高知
４０福岡
４１佐賀
４２長崎
４３熊本
４４大分
４５宮崎
４６鹿児島

４７沖縄

核家族的世帯率
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４世帯主率

の変化

世帯主という概念は世帯

の分析にとって重要な役割

を果たすものである。人口

・世帯調査において，１つ

の世帯には必ず1人の世帯

主が存在するものとされ，

１つの世帯に２人以上の世

帯主がいることは認められ

ない。ただ，世帯員の中の

護れを世帯主とするかは調
資料：国勢調査

査対象世帯の申告にまかされている。

世帯主を中心として世帯の家族類型別区分が行われることはすでに説明したとおりであり，
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世帯主が確定され，世帯主と世帯員の親族関係が確定されなければ，その区分は不可能であ

る。また１つの世帯に必ず１人の世帯主がいるという原則がまもられているかぎり，世帯主

の数を調査することによって世帯数を知ることができる。それゆえ，男女年齢別人口につい

て，その中の何パーセントが世帯主であるかという率，いわゆる世帯主率は世帯数の将来推

計を行うさいの中心的な変数となる。すなわち，一方において男女年齢別将来推計人ロが計

算されており，他方，男女年齢別世帯主率が将来どのような値をとるかが予測されれば，将

来における世帯数を世帯主の男女年齢に分けて推計することができるであろう。

男女年齢別世帯主率は，毎回の国勢調査の結果などをみると比較的安定しているが，最近

やや異常な動きがみられる。表７は昭和５０，５５，６０年における男子人口の年齢別配偶関係別

世帯主率を計算したものである。

まず総数についてみると，２０歳代，３０歳代の若年層において世帯主率はこの10年間に低下

傾向がみられ，６０歳代，７０歳代では逆に上昇傾向がみられる．従来，若年男子の世帯主率は

上昇傾向にあり，それが世帯数を増加させる要因であったが，近年の傾向はこれに逆行する

ものである。

また表７を配偶関係別にみると，配偶関係のいかんを問わず，若年層では概して世帯主率

が低下しており，高年層ではそれが上昇していることがみとめられる。

最近における世帯主率の異常と思われる動きは，その背景に有配偶率，親と子の同居率，

さらに同居の場合の親子の地位といったいくつかの要因が影響しているものと考えられる。

この問題について広嶋清志「最近の世帯主率変動の要因」（「人口問題研究」182号，昭和

62年４月）で行われた分析の結果は次のような説明を与えている。

男子若年層の世帯主率低下のもっとも大きな要因は有配偶率が低下していることである。

また親との同居率が上昇し，その場合に世帯主率が低下していることもかなりの影響力をも

っている。親と別居の世帯主率は年齢別世帯主率の低下を緩和するのにいくぶん寄与してい

る程度である。

他方，高齢男子の世帯主率が上昇しているのは，全般的に有配偶率が上昇していること

（女性の死亡率低下による)，有配偶の子との同居率が低下していること，さらに子と同居す

る場合の世帯主率が上昇していることである。

この場合，もっとも重要な問題は，親と子が同居するとき子の世帯主率が低下し，親の世

帯主率が上昇するのかという問題であるが，前掲論文の分析によると，その１つは，４０歳未

満の有配偶男子が有配偶の父親と同居する割合が高まっており，この場合，子が有配偶であ

っても世帯主になる率は低いためであり，もう１つは，無配偶の父と同居する場合でも，ま
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表７世帯主率男 (鬼）
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た同居する親が父でない場合でも，子の世帯主率は低下しているためである。

これまでの常識では男子が結婚して世帯を構える場合には，世帯主となるのが普通であっ

たし，核家族化が進むにつれて親との別居が増える方向にむかい，したがって少なくとも男

子の世帯主率は上昇傾向をたどるとみられていた。しかし，５０年代以降に現れた新しい傾向

は，この常識に反して，若年男子層の世帯主率は低下する気配をみせている。それが現実に

どのような原因によるのか，いまのところ明確な説明を見出すことはできない。
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家族と地域の開発第４章

厚生省人口問題研究所人口動向研究部長

清水浩昭



１はじめに

ピーター・ラスレットによれば，「ヨーロッパおよびおそらくまさに他の地域においても，

工業化以前の過去においては，同居家内集団は常に大規模でありかつ親族構成は複雑であつ
●●●●●●●●

た，という誤った考えl)」方が存在したが，「われわれは，これを大規模世帯ドグマとよぼ

う。第２の誤った概念はⅢそうした集団の規模と構造に時の経過とともに起る変化が，いつ

でもどこでも常に大規模から小規模へ，複雑なものから単純なものへという変化であった，
●●●●●●

というものである。われわれは，これを一方向ドグマとよぼう。第３は，工業化あるいは

「近代化」の過程が，いつでもどこでもこの一方向ドグマにそった変化をともなってきた，

という誤った仮定である。われわれは，これを工業化ドグマとよぼう2)」と述べているが私

たちは，このような指摘を無視ないし軽視して，わが国の家族および地域の研究を推し進め

てきたのではなかろうか。

しかし，私は，上述のドグマから解放されない限り，国民の福祉向上に結びつく研究の展

開は期待できないと考えている。このような認識に基づいて，小稿では，家族と地域の開発

をめぐる問題を検討することにしたい。

２家族と地域の開発一研究の意義一

ここでは，家族が地域を見通すかけがえのない拡大鏡であるとの認識に立って，地域開発

の問題を考察してみたい。というのは，「家庭はあらゆる社会関係の培養地であると共に，

また社会の機微をも映し出す鏡である3)」との指摘，「結婚と家族に関する真の社会学的研

究は，これらの社会現象のみの認識に限られずに，これらを通じて，もっと広い社会構造と

その法則性の奥底を極めることなのである。……「家族社会学~これは社会全体を研究し，

その歴史を研究するための，かけがえのない拡大鏡である｣4)」との指摘および「社会人類

学では，家族は社会構造の基礎的な位置を占めるものであるとの見解をとっているが，社会

における集団の構造，人間関係を考察する上に，家族は重要な示唆を与えるものであること

はいうまでもない。そして，その伝統的な家族制度は，そうした社会の人々の社会学的志向

というか，理念が一定の条件を得て，よく顕示されたものであり，また，その制度が近代化
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によって崩壊していくプロセス自体にも，それがよく考察できるのである。したがって，こ

れらを比較することは，とりもなおさず，異なる社会に内在する社会構造を考察する上に重

要な手がかりとなるものと考えられるのである5)」との見解をみると，家族は，地域の社会

構造を映し出す鏡ないし縮図であると考えられるからである。

それでは，開発とは，いかなる意味で用いられているのであろうか。社会学者の最近の見

解をみると，開発とは，「ある社会の全体あるいは部分を対象に，その経済・社会・文化的

などの発展をはかることにより人々の生活福祉の向上を目的とする計画的・意図的な一連の

行為の過程6)｣であるとされている。

しかし，地域開発の理念と開発の方向については，今日まで様々な議論が展開されてきた

ように思われる。そこで，ここでは，審議会あるいは調査会答申のなかから，これらの問題

をめぐるいくつかの見解を紹介することを通じて地域開発の理念とその基本方向を明示する

とともに，その研究を推し進めることの意義についても言及しておきたい。

人口問題審議会は，昭和38年に「地域開発に関し，人口問題の見地から特に留意すべき事

項」についての意見を政府に提出した。そのなかで，地域開発の理念および究極の目標は，

｢人口すなわち国民あるいは地域住民の真の福祉の向上にある7)｣と主張した｡この福祉と

は「個々の人間の欲望を充足することによって幸福な生活を営む状態を指すR)」ものと思わ

れる。

また，同年に提出された地域経済問題調査会の答申および地域経済問題調査会計画部会の

報告をみると，従来の地域開発計画は，地域問題に関する総合的把握と地域的差異との認識

が不充分であったことを指摘するとともに，「地域的差異に応ずる各地域の住民の平均的な欲

望が，各地域の計画が実現した場合に充足されるのであれば，その計画は適切なものである

といってよいであろう9)」との見解を示している。これは，わが国に存在する地域差ないし

地域性を認識し，その地域に固有の考え方，感じ方（文化・意識構造）を尊重した開発政策

を策定することの必要性を提示したものと受けとることができよう。

私は，このような地域開発の理念に則して開発の問題を考える視点こそ重要であり，かつ

また研究に価するものであるとの認識に立って，家族構造の地域性の側面からこの問題に接

近することにしたい。
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３家族構造の地域性

ここでいう家族構造とは，ある社会ないしある家族がどのような家族を形成することが望

ましいと考えているかという規範ないし価値観のことである。したがって，親夫婦と子供夫

婦とが同居が望ましいとする価値観を有していると，家族構造は「直系家族制」（「親子中

心の家族｣ないし「父一息子の継承線を基盤とする家族'01）を形成することになり，親

夫婦と子供夫婦とが別居が望ましいとする価値観を有していると，家族構造は，「夫婦家族制」

（「夫婦中心の家族」ないし「小家族'1)」）となる。

つぎに，地域性であるが，ここでは「各種の形態規準に就いて，日本社会の中に量又は質

の差異が存在すると言うことであるが,更に各形態規準に就いて特定の分布領域が存在する'211

との定義に従っておきたい。

このような家族構造および地域差ないし地域性の定義に基づいて，わが国の家族構造の地

域性をみることにしよう。

しかし，家族構造の地域性をみるには，彪大な調査研究の蓄積力泌要とされる。そこで，こ

こでは「高年齢者世帯」（65歳以上の親族のいる世帯）の世帯構成に占める「核家族的世帯」

（「核家族世帯」＋「単独世帯」）の比率が50％を超えていれば，その地域は「夫婦家族制」

社会であるとし，その比率が50％未満であれば「直系家族制」社会であると判断することに

した'pこのような前提に基づいて，わが国の家族構造の地域性を昭和60年の「国勢調査」

でみると，「夫婦家族制」社会は，鹿児島県（71.2％)，東京都（61.7％)，高知県（55.9％）

をはじめとする13都道府県に及んでいるのに対して，「直系家族制」社会は，山形県(２２６％)，

富山県（24.9％)，秋田県（26.9％）をはじめとする34府県となっている。

これを仔細に検討すると，「夫婦家族制」社会は，一般に大都市圏地域と山陽，四国，南九

州地域を中心に分布しているのに対して，「直系家族制」社会は，東北，北陸を中心にして広

い分布を示していることになる（図１参照)。

このような家族構造の地域性は，家族・世帯形成に対する考え方（家族観ないし世帯観）

とどうかかわっているのであろうか。昭和60年に厚生省人口問題研究所が実施した「家族ラ

イフコースと世帯構造変化に関する人口学的調査」結果に基づいてわが国住民の家族観の一

端を垣間見ることにしたい。

この調査では，「親子の同居に関する意識についておたずねします。親子の同居について色
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々なことがいわれていますが，あなたはどのようにお考えですか」との設問で家族観を間う

ている。その結果を示すと，全体的には「三世代同居志向」（「できれば三世代で暮らすべ

きである」＋「三世代同居で住めばそれにこしたことはない」＋「三世代同居が自然なあり

かたである」）がもっとも高い比率を示していたが，その地域性をみると，大都市圏地域と

北海道，四国および南九州地域では「核家族志向」（「私はできれば，核家族で住みたい」

図１老人核家族的世帯率の地域差（昭和60年）
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(資料）総務庁統計局「国勢調査」

＋「核家族が自然である」＋「可能な限り核家族で生活すべきである」）が強いのに対して，

その他の地域，とりわけ，東北，北陸地域では「三世代同居志向」が強くなっている。とい

うことは，わが国の家族は，現実形態と意識構造（家族観）とが適合的に連関していること

になる（図２および図３参照)。
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図２核家族志向（昭和60年）
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(資料）厚生省人口問題研究所「家族ライフコースと世帯樹造変化に関する人口学的調査」

図３３世代同居志向（昭和60年）
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(資料）厚生省人口問題研究所「家族ライフコースと世帯栂造変化に関する人口学的調査」
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前述の地域開発の理念とその基本方向および家族構造の地域性に関する議論をふまえて，

つぎに，家族と地域の開発をめぐる問題に接近したい。

４家族と地域の開発

ここでは，森岡清美教授が提示した居住形態ないし家族構造と老親扶養との対応図式を手

がかりにして家族と地域の開発問題に接近することにした。というのは，この問題は，地域

社会における最大の関心事であると考えたからである。

森岡教授によれば！「同居とは，実質的に（単に住民票上の形式ではなく）同一世帯をなす

ものである。したがって，同居では，日常的接触が常態である14)｣が,｢近居はすぐ近くに別居

するものであるから，日常的に接触することは可能であるが，世帯を別にしている以上，そ

れが常態というわけではなく，接触をさしひかえることもできる15)｣。これに対して，遠居

は「もう－まわり離れた，あるいはそれ以上の遠方別居である。したがって，日常的接触は

可能ではない16)」としている。また，老親扶養については，経済的援助（経済的安定欲求を

充足させるための援助)，身辺介護（健康を回復・保持したいという健康保持欲求と，病気の

時には介護を受け，費用の心配なしに医療を受けたいという介謹医療欲求を充足するもの）

と情緒的援助（隔意のない話合いの機会がほしい，家族の人間関係のなかでいたわりと安定

感をえたいという欲求を充足させるための援助）とがあるとしている。17）

このような考え方に基づいて森岡教授は，さらに，同居が経済的援助，身辺介護，情緒的

援助に対してもっとも安定的である反面，プライヴァシーを守るという点と情緒的葛藤を回

避するという面で欠陥をもっているが，近居は経済的援助と情緒的援助に対して実行の意思

と能力さえあれば，同居と遜色のないレベルを達成することが可能であるが，身辺介護につ

いては緊急時において対応しがたい面をもっている。しかし，遠居になると，プライヴァシ

ーの侵害を回避し情緒的葛藤の顕在化を避けることができる点で最適の居住形態であるが，

日常的接触が可能でないために情緒的援助は電話や手紙で補っても近居におよばないし，身

辺介謹に至っては充分な機能を果たすことができない（経済的援助については実行の意思が

あれば可能であるが)。したがって，老親扶養としては安定したものになりがたいとしている18）

（図４参照)。

森岡教授によって提示された居住形態と老親扶養との対応図式を念頭において，わが国の

状況をみると，同居を基本原則とする「直系家族制」社会（山形県，富山県，秋田県等）と
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図４居住形態別老親扶養に対する槻能と逆機能の大きさ

逆機能
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１年．125ページ。(資料）森岡清美・望月嵩「新しい家族社会学（改訂版）」培風館，昭和62年，

別居を基本原則とする「夫婦家族制」社会（鹿児島県，東京都，高知県等）とが共存してい

ることになる。そこで，「直系家族制」社会の代表例として山形県を，「夫婦家族制」社会の代

表例として鹿児島県をとりあげ比較検討してみよう。

山形的形態は，「同居」型であるため経済的援助，身辺介護についてはきわめて安定的な老

親扶養を実行することができる反面，「同居」型のためプライヴァシーを守るという点と情緒

的葛藤を回避するという面で問題点を内在化させることになる。と同時に，「介護を必要とす

る高齢者」をかかえる世帯では，同居扶養をよしとするイデオロギーが支配的であるため配

偶者ないし嫁の介護負担はたいへんなことになってくる。しかし，高齢者を施設に入所させ

ることは，「世間体」上ゆるされないことである。したがって，このような居住形態の下では，

「在宅福祉」を中心としながらも配偶者ないし嫁の介護負担を軽減するための福祉サービス

が必要となってくるように思われる。

ところが，鹿児島的形態は，かつては「近居」型が中心であったが，今日においては「遠

居」型に変化してきている。したがって，「近居」型においては，老親世代と子世代が「別

居」しているためにプライヴァシーを守るという点や情緒的葛藤を回避する面では「同居」

型よりも恵まれた側面を有していることになるが，「介護を必要とする高齢者」をかかえる

ことになると「同居」型に近い様相を呈してくることになろう。しかし，元来，「別居」す

ることが原則となっているため「在宅福祉」になじまない面がある。そこで，このような地

域では「施設福祉」を中心とした体系の整備が必要となるであろうし，それが，「遠居」型

－４７－
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になると，その状況をいっそう促進することが要請されよう。

ともあれ，森岡図式を手がかりにして，わが国の居住形態と老親扶養との関連を考えると，

山形的形態と鹿児島的形態とでは老親扶養問題において噴出する問題点が異ってくるように

思われる。とすれば，老親扶養に対する開発政策も自ずと異った方向をとらざるをえないで

あろう。しかし，異った開発政策を策定し，それを推進することが，それぞれの「地域住民

の福祉向上」につながるのではなかろうか。

５日本家族論

最後に，前述した家族構造の地域性論は，わが国の家族研究史のなかでどのような位置を

占めているかについて言及しておきたい。

わが国の家族に関する実証的な研究が開始されたのは昭和初期のことである。したがって，

約半世紀の歴史を有することになるが，この間に，多くの学問分野でわが国の家族構造とそ

の構造的変化に関する議論が展開されてきた。

その議論を整理すると，つぎのようになる。まず，わが国の伝統的な家族構造に関する認

識をみると，伝統的な家族構造は，（１）「直系家族制」であったとするものと，(2)「直系家族

制」が支配的であることを認めつつも，「夫婦家族制」も共存していたとするものとである。

つぎに，この伝統的な家族構造に関する認識とその樹造的変化の方向をみると，伝統的な家

族構造が「直系家族制」であるとする研究者は，(1)この家族構造が今日においても維持・存

続しているとの考え方（「同質論」）と，(2)「直系家族制」は，今や「夫婦家族制」へと構

造的な変化を遂げたとの考え方（「変質論」）とに分けられる。さらに「直系家族制｣と｢夫

婦家族制」とが共存してきたとの立場に立つ研究者も，(1)この２つの家族構造が今日におい

ても維持・存続しており，それが地域性として現れているとの考え方（「異質論」）と，（２）

「夫婦家族制」から「直系家族制」へと構造的に変化する可能性も内包しているとの考え方

（「変質論」）とに分けることができる（表１参照)。

これら３つの家族論のなかで，「変質論」は，今日の家族構造とその変化をとらえるのに

もっとも有効な理論とされているが，「異質論」に至っては，ごく少数の研究者によって支

持されているにすぎない。
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表１伝統的な家族概造とその栂遺的変化に関する麗織

西iｌ笏こ用

６むすびにかえて

このように，わが国の家族樹造とその構造的変化に関する認識の多様性は，伝統的な家族

構造に関する理解の差異を出発点とし，その変動面を強調するか伝統面の維持・存続を強調

するかによって認識が大きく分かれてくる。この認識の差異を社会・経済変動との関連でみ

ると，社会・経済変動と適合的に連関して伝統的な家族構造が，構造的に変化するとの立場

をとるのが「変質論」であり，このような変動にもかかわらず，伝統的な家族構造が，今日

まで樹造的に変化してないとするのが「同質論」と「異質論」である。

この家族構造論と地域差に対応した地域開発を推進する視点との関連を考えると，それぞ

れの地域に内在する固有の価値（文化・意識構造＝考え方．感じ方）およびそれに伴う問題

状況の差異を認識できる主体（人間）が多数派になることが，「地域住民の福祉向上」につ

ながる開発政策の策定とその推進を可能ならしめる大前提であるように思えてならない｡19）

とすれば，ピーター・ラスレットのいうドグマから解放された主体，「異質論｣的な見解20）

をもちうる人間が出現することによって，はじめて「地域住民の福祉向上」をめざす開発

が現実のものとなりうるのではなかろうか。

（注）

１）ピーター・ラスレット「日本からみたヨーロッパの世帯とその歴史｣，斎藤修編著，ピーター・ラ

スレット他著「家族と人口の歴史社会学一ケンブリッジ・グループの成果一」，リプロポート，

1988年，ｐ２８．

２）ピーター・ラスレツト「前掲論文｣，ｐｐ２８－２９ｏ

３）小山陸「越中五箇山及び飛騨白川地方に於ける家族概成の研究(1)｣,「研究論集｣，６巻２号，高

岡高等商業学校，1933年，ｐ､278。
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4） ア・ゲ・ハルチェフ（寺谷弘壬訳）「ソ連邦における結婚と家族一社会学的研究の試み－」,

創元新社，1967年，ｐ､15・

中根千枝「家族の構造一社会人類学的分析一」，東京大学出版会，1970年，ｐ,ili･

岩城完之「開発｣,見田宗介，栗原彬，田中義久編「社会学事典｣Ⅲ弘文堂，1988年，ppl21-
122・

厚生省大臣官房企画室編「住民の生活と新産業都市新産業都市関係道県社会開発セミナー報告書｣，

大蔵省印刷局，1964年，ｐ､166・

厚生省大臣官房企画室編「前掲書｣，ｐ,157･

厚生省大臣官房企画室編「前掲書｣，ｐ､159･

中根千枝『前掲書｣，pp35-38･

中根千枝「前掲書｣，pp35-38･

蒲生正男「社会学講義資料Ⅲ｣，敬文堂，1956年，ｐｌ３ｏ

この点については，清水浩昭『人口と家族の社会学｣，犀書房，1986年，p88を参照されたい。

森岡清美「老親の扶養｣，森岡清美・望月嵩『新しい家族社会学（改訂版）」，培風館，1987年，

ｐｌ２４･

森岡清美「前掲論文｣，pl24・

森岡清美「前掲論文｣，ｐ,124･

森岡清美「前掲論文｣，ppl21-122・

森岡清美「前掲論文｣，ppl24-125o

というのは，「開発の主体が人間でありⅢ開発の目的もまた人間であるという人間中心の考え方

で地域開発をすすめなければ，真の意味における福祉国家を実現するための手段とはならないであ

ろう」（厚生省大臣官房企画室編「前掲書｣，pl66）との主張に同調するからである。

というのは，マルチーヌ・セガレーヌ教授も「家族は制度として，社会の変化にたいして，ある

場合には抵抗し，また他の場合には適応する二重の力をもっていた。家族は，ヨーロッパ社会が農

業経営の段階から工業社会へと移行する経済的・社会的な変動期をくぐりぬけてきた。少し距離を

もって歴史的にながめてみると，家族は，社会の「基礎的な単位」や社会の荒波から身を守る「最

後の砦」というよりも，社会の変化に対応すると同時に抵抗もする制度であるということができる」

（マルチーヌ・セガレーヌ〔片岡陽子・木本喜美子・国領苑子・柴山瑞代・鈴木峯子・藤本佳子訳〕

「家族の歴史人類学｣，新評論，1987年，ｐ３）と述べているからである。

5）

6）

７）
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第５章人ロ高齢化と家族

､厚生省人口問題研究所人口構造研究部長

内野澄子



１人口高齢化の概観

日本人口の高齢化が先進諸国の経験をはるかに上回る超スピードで進行することは避ける

ことのできない事実であることは，今日では広くみとめられている。

６５歳以上人口の比率をもって人口高齢化のもっとも一般的な指標であるとされているが，

これによってみると1985年には１０．３％であったが，今世紀末の2000年には16.3％と増加する

こと，そして2011年にはついに20％に達し，そのあとも増加を続け，2017年には23％台へ，

さらに2040年には24％水準へと異常な速度で異常な水準へと高齢化することが推計されてい
る]Ｌ

現在の先進諸国の中でもっとも高い高齢化を示しているのはスウェーデンであるが，その

比率は16.8％（1983）である。現在の世界の中で最高のスウェーデンの水準に日本はあと10

年余りで到達する。そして来世紀では西欧諸国の最高水準を追い越して，やがて23影，２４％
という超高齢化へと突入していくことになる。

日本人□の高齢化水準は，先進諸国の中ではカナダ，オーストラリアとならんで，１０％前

後で最低水準であること，ところがわずかに30年ぐらいで世界の高齢化のトップに立つこと

になる点に重大な意味がある。そこでこの特筆すべき変化が予想される日本人口の高齢化の

留意すべき問題点を指摘しておこう。

第１は高齢人口の増加数である。６５歳以上人口は1980年にはなお1,000万人余であったの

が20年足らずでその倍の2,000万人（1998）に達し，さらに17年後の2015年には3,000万人と

なる。このような高齢人口の増加の大きさに留意しなければならない。

第２は従属人ロ指数の変化である。生産年齢人口に対する子供人口と高齢人口を合せたも

のの割合は従属人口指数といわれるが，社会全体にとっての負担人口は高齢人口（ここでは

65歳以上人口）ばかりでなく，子供人口の両者の合計の大きさが問題である。高齢人口の増

加はそれだけ従属人ロが増加することになるが，他方で子供人口が減少すればそれだけ負担

が相殺されることになる。したがって，両者の合計と両者の割合の変化に留意する必要があ
る。

従属人口指数（総数）としては，1985年の46.7％が今世紀末には52.1影，2010年には62.8

影，2015年には67.0％と増大していく。しかし’他方，高齢人口の子供人口に対する割合

（老年化指数をみると，1985年では子供100人に対して高齢人口は半分以下（48人）にすぎな
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いが，今世紀末にはいっきょに90人，そして2010年以降は子供100人に対し高齢人口は107人

となり，子供人口よりも高齢人口の方が多くなる。社会全体の負担人口の焦点は子供から高

齢者へと大きく変化していくことが注目されよう。

第３は高齢人口の高齢化ということである。それは65歳以上人口の中で比較的若い高齢人

口よりも，より高齢の人口の増加がいっそうはげしくなるということである。前者はyoug

old（65～74歳)，後者はｏｌｄｏｌｄ（75歳以上）などとよばれるが11985年には75歳以上人口

が65歳以上人口全体に占める割合は38％未満にすぎなかったが，2000年には40％，2010年に

は46％，2023年にはついに52％となり，６５歳以上人口の中で75歳以上という超高齢人口が支

配的となり，さらに2028年には57％となる。高齢人口といっても75歳以上の超高齢人口が６５

歳以上人口の60％といった割合を占めることは社会的にも経済的にも重大な意義をもつこと

になる。

参考のため，日本の将来人口の高齢化についての若干の指標をあわせて示すと表１の如く

である。

なお，以上の将来人口推計結果に関連して留意すべき点は，最近の人口動態の動向である。

まず，出生率についてみると1973年以降普通出生率，合計特殊出生率いずれも低下傾向を

持続しており，1987年の普通出生率11.1,合計特殊出生率1.69と歴史上最低値を示している。

このように出生率が今日に至ってもなお低下を持続していることは，人口高齢化が前述の如

く厳しいものであることを立証している。

さらに，死亡率において注目すべき点は，６５歳以上の高齢人口の死亡率の改善傾向の持続

である。最近の1980年，1985年，1987年の３年次について65歳以上人口の５歳階級別死亡率

をみると表２の如く注目すべき低下傾向がみられる。

最近のわずか２年間（1985～1987）においてもそれぞれの年齢階級において例外なく死亡

率が低下改善を示していることはとくに注目すべきであろう。

このような高齢人口の死亡率の改善は，高齢人口の生存率を高めること，いいかえればそ

れだけ高齢人口を増加させる原因となる。

以上の出生率の低下持続傾向，高齢人口の死亡率の顕著な改善の傾向を考慮に入れると日

本人口の高齢化は，前述の推計にみられた以上に深刻になることさえ予想しなければならな

いであろう。

以上において，日本人口の高齢化の傾向とその特徴について概観してきた。このような人

口集団からみた高齢化は，当然に個体の社会的集合体である家族構造あるいは世帯構造の高

齢化をもたらすものであることに留意する必要があろう。
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表１日本の将来推計の高齢化に関する諸指標

人口（1,000人） 年平均増加率（影）
年次

総数’０～]4歳 15～64歳 65歳以上 65歳以上

年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
年
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年
年
年
年
年

５
０
５
０
５
０
５
０
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０
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131,646

130,017

128,681

127,704

126.947

126,215

125,518

124,890

124,401

124,066

26,042

23,132

22,387

23,591

251164

251301

23,876

22,327

22,075

23,009

23,914

23,798

22,809

21,967

22,017

22,728

23.266

23.095

22,466

22,066

22,277

82,534

86,274

87,168

86,263

84,888

83,418

81,419

81,097

81,102

80,057

78,278

761110

75,824

76,433

76,770

76,107

74,751

73,746

73,739

74,256

74473

12,472

14,819

18,009

21,338

24,195

27,104

30,643

31,880

31,465
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５
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３
２
４
５
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８
４
８
６
２
２
７
２
１

５
８
６
３
６
３
３
５
２
７
５
２
０
７
６
８
１
３
４
７
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●
●
■
●
■
●
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□
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９
７
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０
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０
８
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２
２
２
２
３
２
２
２
２
３
３
３
２
２
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15.11

17.18

20.66

24.74

28.50

32.49

37.64

39.31

38.80

38.72

39.53

41.70

4139

39.62

37.67

36.94

37.72

38.89

38.90

37.81

36.68

４７－８９

64.06

８０．４４

９０．４５

9615

107.13

128.34

142.79

142.54

134.74

129.38

133.37

137.59

137.85

131.34

123.69

121.20

124.17

127.68

127.25
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資料：厚生省人口問題研究所，「人口統計資料集｣,研究所資料第251号，1988年３月15日，ｐ67.
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表２高齢人ロの死亡率の改善
(人口10万対）

魁（鰯

5ｂ～69菌

､～74窟

資料：厚生省人口動態，昭和62年（1987年）は昭和62年人口動態統計(確定数）
の概況。

２高齢人口の家族類型

戦後における日本人口の世帯類型の変化の特徴は，核家族世帯の増加，単独世帯の増加と

３世代世帯の減少傾向である。1970年以降５年ごとに1985年までの国勢調査結果によってみ

ると表３の如くである。

核家族世帯には夫婦のみの世帯と夫婦と未婚の子供の世帯があるが，これを合わせたもの

についてみると1970年の56.7影から1980年の60.3％に増加したが，1985年には60％に減少し

ている。しかし，実数では増加傾向を持続していることに留意する必要がある。なお，この

核家族世帯の中では夫婦と未婚の子供の世帯が圧倒的に多く，夫婦のみの世帯は少ない。し

かし，前者は1970年の83％から低下を続け，1985年には77％に，後者は反対に1970年の17％

から増加を続け，1985年には23％に達した。夫婦のみの世帯の著しい増加は，人口高齢化の

進展による高齢者の夫婦のみの世帯の激増の影響によるものであることに注目しなければな

らない。

夫婦と未婚の子供の世帯は，1970年から1985年までの15年間に1,421万世帯から1,759万世

帯へと約340万世帯の増加，増加率は23.8％にすぎないのに対しⅢ夫婦のみの世帯では同期間

に297万世帯から521万世帯へと224万世帯の増加，７５形の高い増加率になっている。

さらに，注目すべきは単独世帯の増加である。1970年から1985年までの15年間において単

独世帯は614万世帯から790万世帯へと176万世帯の増加，２９％の増加率である。しかし，５年

間ごとの年平均増加率でみると1970～1975年の1.34％が，1975～1980年には1.61％，1980～

－５６－



1985年には2.13％へと飛曜的に増加していることが注目されよう。

を大きく受けていることによるものである。

これも人口高齢化の影響

表３全国の家族類型別一般世帯数の推移
(単位：千）

970年１３０．２９７２４０５９１７１８６２｡ 5.874１００６

９６２６，９６８１９，９８０３，８８０１６．１００６.９８８６７６５６

9４４４６［

９８０３００１３２２８０山 8９

一般世帯数に対する割合（影）

1970年

1975年

1980年

1985年

100.0

100.0

100.0

100.0

79.4

803

80.0

79.0

56.7

59.5

60.3

60.0

9.8

11.6

12.5

13.7

46.9

47.9

47.8

46.3

22.7

20.8

19.7

19.0

３
２
２
２

●
●
●
●

０
０
０
０

20.3

19.5

19.8

20.8

年平均増加率（形）

D７０－Ｉ９７５１２０ｐ ０６５．４Ｆ
r1

L｣

｢’

L｣

３８０－１９８５１１１８０Ｐ 0３．１６０．５３（

核家族世帯は世帯全体に占める割合ではほぼ飽和状態に達し，減少の可能性を示唆してい

るが，実数でみるとなお若干の増加を示しており，かっこの増加は主として夫婦のみの世帯

の増加によるものであり，これからのこの夫婦のみの世帯の増加の著しいことを考慮すると，

夫婦と未婚の子供の世帯の多少の減少が生じてもなお，核家族世帯全体としてはむしろ増加

の傾向が強まり，全世帯数に占める割合も増大に転じる可能性があると考えてよいであろう。

ここで高齢人口の観点から世帯類型について若干ふれておこう。

世帯主の年齢が65歳以上の世帯についてみると(表４)，1975年には340万世帯であったのが１０

年後の1985年には523万世帯へと増大している。増加数は約180万世帯，増加率は54形に達す

る。この中で夫婦のみの世帯はこの期間に87万世帯から160万世帯へと２倍に近い増加を示し，

また65歳以上の単独世帯は63万世帯から約120万世帯へとほぼ２倍に激増している。
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表４全国の世帯主の年齢65歳以上の一般世帯数の推移

（単位：千）

世帯総数

３，４０４

４，３３０

５，２３４

年次

1975年

1980年

1985年

夫婦のみ

８７３

１，２４５

１，５９７

単独

６３０

８８５

１，１８１

その他

１，９０１

２，２００

２，４５５

一般世帯数に対する割合（影）

1975年

1980年

1985年

100.0

100.0

100.0

25.6

28.8

30.5

18.5

20.4

226

55.9

50.8

46.9

年平均増加率（形）

1975-1980

1980-1985

4．９３

３．８６

7．３７

５．１０

7．０３

５．９４

2．９６

２．２２

資料：総務庁統計局「国勢調査」による．

表３に示した核家族世帯の中の夫婦のみの世帯の変化を1975年から1985年までの増加をみ

るとると388万世帯から521万世帯へと増加しているが，この増加数は133万世帯，増加率は３４

％である。しかし，この中に含まれている65歳以上の夫婦のみの世帯では前述の如く，１９７５

年から1985年には２倍に近い増加率である。夫婦のみの世帯全体に占める高齢者夫婦のみの

世帯の割合も1975年の23％が1985年には31％へと増大している。

また，高齢者の単独世帯もすでに述べたとおり1975年から1985年までの10年間に２倍に近

い増加率を示しているが，単独世帯全体ではこの10年間に133万世帯の増加，２０％の増加率に

すぎない。単独世帯全体に占める65歳以上の高齢者の単独世帯の割合は，1975年は１０％，

1985年には15％へと増大している。

以上のことから人口高齢化が核家族世帯や単独世帯の変化におよぼす影響がいっそう重大

化していくことは明らかである。

３地域別にみた高齢人口の家族類型

地域人口の高齢化は全国人口のそれとは異なった変化を示す。全国人口の高齢化という基

本的な傾向は，もちろん地域人口の高齢化にも反映されるが，さらに人□移動という要因の
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地域人口の年齢構造に及ぼす影響も決して小さくない。とくに人口移動がはげしい場合には

若い人口を受け入れる大都市人口は相対的に高齢人口割合の減少という若返りが，そして反

対に若い人口を送出した農村地域では相対的に高齢人口割合が増大し，高齢化を加速化する

ことになる。

また，家族制度，たとえば隠居制度といった社会慣行的要因が地域人口の家族構造に影響

を及ぼすことになる。したがって，地域人口に占める高齢人口の家族類型は複雑な要因によ

って影響されることになる。

ここでは県別人口を対象として，高齢者世帯の分布の特徴を簡単に述べてみたいと思う。

1985年の国勢調査結果によって「高齢者のいる一般世帯｣，「高齢者のいる核家族世帯｣，「高

齢者の単独世帯」の３つの類型について考察してみよう。

高齢者のいる一般世帯の，一般世帯総数に占める割合についてみると全国平均は24.4％で

あるのに対し，もっとも高いのは東北の山形県の38.3％と中国の島根県の38.6％である。反

対にもっとも低いのは神奈川県の16.9％，東京都の17.7％，均玉県の18.0％である。いわゆ

る東京大都市圏とよばれる地域は高齢人口比率がもっとも低い地域にあって，そこでは高齢

者のいる一般世帯ももっとも少なくなっている。このような高齢者のいる世帯のもっとも多

い島根県の65歳以上人'二|比率も15.3％（1985）であってもっとも高い。また神奈川県の65歳

以上人口比率は7.48％と低く，高齢者のいる一般世帯の比率の低水準と対応している。

図１－(ｲ）高齢者世帯率：1985年

遼

瀞藪
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図１－(ﾛ）高齢者夫婦のみ世帯率81985年

図１－しり高齢者単独世帯率：1985年

□

i謬鰯
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高齢者のいる一般世帯総数に対し，高齢者夫婦のみの世帯が占める割合は，全国平均

で17.8％である。これを県別でみると特に著しく高い割合を示しているのは鹿児島県の

２８９％と北海道の25.8形である。反対に，著しく低い割合を示しているのは山形県の9.0

％である。一般に，この高齢者夫婦のみの世帯は，東北，北陸に低く，大都市県(東京都23.0

％，神奈川県20.2％，大阪府２１３％）および九州で高い傾向がみられる。

さらに，「高齢者の単独世帯」についてみると，高齢者のいる一般世帯総数に占めるとの

高齢者単独世帯の割合の全国水準は12.7％である。これを県別にみると特に著しいのは鹿

児島県の28.0％であり，全国水準の2.2倍である。次いで高知県の20.7％が目立っている。

しかし，東北，北陸では７～８％で著しく低く，西日本で一般に高い。また，東京都，大阪

府，京都府，兵庫県，和歌山県といった大都市県でも15～16％の高い水準を示していること

が注目される。

いずれにしても，地域別にみた家族類型は著しく多様化した構造を示している。日本人口

自体の高齢化，県間人口移動，家族類型の地方的特性が複雑にからんでいる。このような要

因間の影響の測定ならびに，歴史的変化の方向についてのいっそうの分析が必要である。

４将来の展望

将来の日本人口の世帯がどのように変化していくかについては，第６章で詳細に述べられる

のでここでは簡単にふれておこう。

世帯の変化でもっとも著しい傾向としては，夫婦のみの世帯，単独世帯の激増である（表

５)。すでにしばしばふれた如く人口高齢化の影響であるが，高齢人口の夫婦のみの世帯，単

独世帯のそれぞれについてみると次のとおりで，その傾向はきわめて顕著である。

６５歳以上の夫婦のみの世帯は，1985年から2020年の35年間で約３倍の増加が予想される。

また65歳以上の単独世帯も1985年の118万世帯が2020年には380万世帯を越える。

夫婦のみの世帯総数および単独世帯総数に占める65歳以上の夫婦のみの世帯および65歳以

上の単独世帯の占めるそれぞれの割合の変化をみると表６の如くである。

６５歳以上の高齢者夫婦が夫婦のみの世帯総数に占める割合は1985年には30％にすぎなかった

が，2000年には41％，2025年には半分を越えて52％となる。

６５歳以上の高齢の単独世帯が単独世帯総数に占める割合は，1985年にはなお15％であった

が，2000年には20％，2025年には28％と激増していくことが予測される。
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表５世帯主の年齢65歳以上の一般世帯数推計結果

（単位：千）

世帯総数｜夫婦のみ年次

1985年

1990年

1995年

2000年

2005年

2010年

2015年

2020年

2025年

その他

２，４５６

２，８８６

３，５３７

４，１２７

４１５７３

5,026

５．６４４

５，７７３

５，６０３

５，２３４

．６，２６０

７，８９３

9,610

11,019

12.310

13,916

141380

14,031

10597

11927

2,483

3,109

3,626

4,073

4,617

4,780

4.638

1,181

1,447

1,873

2,374

2,820

3,211

3,654

3,827

3,791

資料：総務庁統計局「国勢調査」による。

表６高齢者の夫婦のみ世帯と単独世帯の分布と変化

（単位：千）

家族類型

夫婦のみの世帯総数

65歳以上の夫婦のみの世帯

Ｂ÷Ａ（影）

単独世帯総数

65歳以上の単独世帯

、÷Ｃ（影）

2025年

８，９２３

４，６３８

５２０

１３，６３８

３，７９１

２７．８

Ａ
Ｂ

5,212

1,597

３０．６

７，８９５

１，１６１

１４．７

７，５８５

３，１０９

４Ｌ0

11,478

2374

２０．７

Ｃ
Ｄ

人口の高齢化は，家族とか世帯構造の高齢化をもたらす。すでに述べたように，日本人口

の世帯は２１世紀に向かって，高齢人口を中心とした世帯，すなわち高齢者夫婦世帯，高齢の

単独世帯の増加はまことにはげしい。さらにまたこの２つの類型の世帯の増加は，やがては

子供夫婦との同居といった３世代世帯の増加をもたらすことも予想される。たんに高齢人口

の増加という問題ばかりでなく，世帯構造にも重大な影響をもたらすことになるであろう。

(注）

1）厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人ロー昭和61年12月推計一」，人口問題研究所研究

資料第244号，昭和62年２月１日による。
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第ｅ章世帯の将来推計から
みた家族の変動

厚生省人口問題研究所人口政策研究部長

阿藤誠



はじめに

戦後わが国の家族は大きく変動してきた。とくに高度経済成長の時期，総世帯に占める核

家族世帯ならびに単独世帯の割合が増加し，親・子・孫三世代の同居率が徐々に低下し，平

均世帯人員も低下した。近年，核家族世帯割合の増加が止まり，いわゆる「核家族化」現象

に刃止めがかかったとの見方もないではないが，三世代同居率の低下は相変わらず続いてい

る。一方で，昭和40年代に入って人口高齢化の進行によって高齢者の単独世帯や夫婦世帯が

絶対的にも相対的にも増加を続けている。

他方，世帯の規模・構造の変化の大きな契機となる家族形成の過程は，高度経済成長期に

は比較的安定していたのに対して，昭和40年代末から著しい変化を経験しつつある。すなわ

ち，婚姻率の低下，未婚率の上昇，平均初婚年齢の上昇，出生率の低下が現在まで続いてい

る。

このような家族の構造変化，家族形成過程の変化がどこまで続き，２１世紀の日本の家族が

どのような姿になるかは，多くの人々の関心を呼ぶばかりか，実際的にも世帯を単位とする

行政サービスや消費需要の伸びを予測するのに不可欠の情報といえる。

以下本稿では，厚生省人口問題研究所が昭和62年10月に実施した「わが国世帯数の将来推

計」の結果に依拠しつつ，２１世紀の日本の家族を占ってみたい。

１推計方法の概要

ここでとりあげる推計の推計対象は，(1)全国の（世帯主の男女年齢配偶関係別）一般世帯

数，ならびに(2)一般世帯数のうちの核家族世帯（夫婦のみ，親と子供)，その他の親族世帯，

非親族世帯，単独世帯の数である。推計期間は昭和60年（1985年）１０月１日を出発点として

昭和100年（2025年）までの40年間（５年間隔）である。

（１）推計方法の概略

この世帯数推計では，一般世帯数の推計に際して世帯主率法（headshipratemethod）

が用いられた。世帯主率法とは，属性別人口中の世帯主の割合（世帯主率）を推計し，これ
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を属性別の将来推計人口に乗じて世帯数を求める方法である。この推計では属性別人口とし

て男女・年齢・配偶関係別人口が用いられた。

この推計の手順を示すと以下の通りとなる。

①世帯数推計の基礎となる将来推計人口としては，厚生省人口問題研究所の「日本の将

来推計人口（昭和61年12月推計）中位推計値」が用いられた。

②まず，男女年齢５歳階級別，配偶関係別人口構成割合の推計が行われた。

③将来推計人口に，②で推計された男女年齢５歳階級別，配偶関係別人ロ櫓成割合を乗

ずることにより，将来の男女年齢５歳階級別，配偶関係別人口が推計された。

④ついで，世帯主の男女年齢５歳階級別，配偶関係別一般世帯主率の推計が行われた。

⑤男女年齢５歳階級別，配偶関係別人口に，④で推計された世帯主率を乗ずることによ

り，世帯主の男女年齢５歳階級別，配偶関係別一般世帯数が推計された。

⑥さらに世帯主の年齢５歳階級別，家族類型別世帯構成割合の推計が行われた。

⑦世帯主の年齢別一般世帯数に，⑥で推計された家族類型別樹成割合を乗ずることによ

り，世帯主の年齢別，家族類型別一般世帯数が推計された。

（２）配偶関係別人ロの推計

配偶関係別人口については，（５歳階級別の）出生コーホート毎に，過去の男女年齢別・

配偶関係別人口構成と最近の年齢別初婚率，離婚率，死別率，再婚率に基づいてモデル配偶

関係構造表を作成し，これを用いて将来の男女･年齢別配偶関係別人口を推定する方法がと

られた。

推計の結果，男子については，今後中高年の未婚者割合ならびに全般的な離別者割合が上

昇し，中高年の有配偶者割合ならびに老年の死別者割合が低下すること，女子については，

中高年の死別者割合が低下する反面，中高年の離別者割合ならびに有配偶者割合が上昇する

ことが示された。

２世帯の将来に関する４つのシナリオ

将来の一般世帯についての男女・年齢・配偶関係別世帯主率は以下の４通りの方法で求め

られ，各々がケースＩ，ケースⅡ，ケースⅢ，ケースⅣの仮定とされた。
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（１）ケースＩの仮定

東京を全国平均の世帯動向の先行モデルと考える。すなわち，全国平均の男女年齢５歳階

級別，配偶関係別世帯主率が20年後の昭和80年に昭和60年の東京と同一の水準に達し，さら

に20年後の昭和100年には昭和60年の東京の世帯主率と全国のそれとの差の半分だけ変化し，

さらにその後の20年間では４分の1だけ変化すると仮定し，昭和60年以降を曲線当てはめによ

り補間することによって，昭和65年～１００年の５年毎の世帯主率が決められた。

（２）ケースⅡの仮定

東京を含む大都市４県（東京，神奈川，大阪，兵庫）の昭和60年における男女年齢５歳階

級別，配偶関係別世帯主率の平均値を求め］これを全国平均の世帯動向の先行モデルとした。

すなわち，ケースＩの場合と同様に，全国の男女年齢５歳階級別，配偶関係別世帯主率が２０

年後の昭和80年に昭和60年の４県の平均値に達すると仮定した。さらに20年後の昭和100年

には昭和60年の大都市４県の世帯主率と全国のそれとの差の半分だけ変化し，さらにその後

の20年間では４分の１だけ変化すると仮定し，昭和60年以降を曲線当てはめにより補間する

ことによって，昭和65年～100年の５年毎の世帯主率が決められた。

全国の世帯主率が昭和60年の大都市４県の平均値に20年で到達すると仮定した根拠はいく

つかある。第１に，普通世帯に占める核家族的世帯（核家族世帯＋単独世帯）の割合は全国，

４県とも上昇傾向にあるが，昭和60年の全国の値は昭和40年の４県の平均値に近似している。

同様のことが親族世帯に占める核家族世帯の割合についても当てはまる。第２に，同様の比

率を65歳以上人口に限って比べると，昭和60年の全国の値は昭和45年～50年の４県の平均値に

近い。第３に20～64歳人口（世帯形成の中核的人口）全体の世帯主率の推移をみると，これ

も昭和60年の全国の値が昭和45～50年の４県の値に近い。以上のデータは全国の世帯の核家

族化が大都市４県に対して15～20年のズレをもって進行していることを示している。本ケー

スではこれを参考にして，タイムラグを20年とみて推計している。

（３）ケースⅢの仮定

全国についての男女年齢５歳階級別，配偶関係別世帯主率を時系列的に検討すると，昭和

50年代以前と以後で趨勢に変化がみられる。とくに男女の未婚者の世帯主率の低下，男子中

年有配偶者の世帯主率の低下がみられる。その背景としては，低成長経済の下で人口移動が

沈静化しているうえに，長男長女時代を迎えて，三世代同居がこれまでほどには減少しなく

なったという事情が考えられる。
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このような最近10年間の趨勢を踏まえ，昭和60年の男女年齢５歳階級別，配偶関係別世帯

主率が40年後の昭和100年までに±10％以上変化しないという前提で，昭和50～60年の世帯主

率に曲線を当てはめ，昭和65～100年の５年毎の世帯主率が決められた。

(4)ケースⅣの仮定

昭和60年の男女年齢５歳階級別，配偶関係別世帯主率を今後一定とした。

（５）家族類型別配分係数の推計

との推計では一般世帯総数を以下の５つの家族類型，すなわち①夫婦のみの世帯，②親と

子供の世帯，③その他の親族世帯，④非親族世帯，⑤単独世帯に分類し，①～③を親族世帯，

①～②を核家族世帯と呼んでいる。

将来の一般世帯数の家族類型別構成割合は，世帯主率の４通りの推計に対応して，ケース

Ｉ，Ⅱは各々東京と大都市４県を先行モデルとする仮定，ケースⅢは最近10年間の趨勢延長

の仮定に基づいて推計された（ケースⅣは昭和60年値一定として推計された)。

３推計の結果

（１）一般世帯総数の見通し

わが国の世帯総数は，戦後総人口の伸びを大きく上回って増加を続け，昭和60年10月１日

現在，3,800万世帯に達した。ケースⅡの推計によると，一般世帯総数は昭和75年（2000年）

には4,700万世帯，昭和100年（2025年）には5,000万世帯に達する（図１）。

一般世帯総数の今後の伸び率は総人口の伸びをかなり上回る。総人口は，昭和75年までに

昭和60年の1.08倍，昭和100年までに1.11倍の増加が見込まれるのに対して，一般世帯総数は，

昭和75年には昭和60年の1.24倍，昭和100年には132倍の増加となる。

ケースＩの推計によれば，一般世帯数は昭和75年に5,000万世帯，昭和100年には5,600万

世帯にまで大きく増加することになり，ケースⅢの推計によれば，昭和75年の4,400万世帯，

昭和100年の4,500万世帯までの増加にとどまる。ケースⅣの推計結果はケースⅢとほぼ同様

であったので省略する（以下同様)。
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図１－股世帯数の推移
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江次

（２）平均世帯人員の見通し

わが国の平均世帯人員は戦後縮小の一途を辿り，昭和60年には3.14人となった。国際的に

比較すると，わが国の平均世帯人員は現在カナダ，オーストラリアなどと並んで先進国中比

較的高いグループに属する。

ケースⅡの推計によれば，平均世帯人員は今後も縮小を続け，昭和75年には2.75人，昭和

１００年には2.62人に達し，現在の米国並みの水準になるものと見込まれる（図２)。これは，こ

の推計においては全般的に世帯主率の上昇を見込んだためである。

ケースＩの推計では世帯主率の上昇をいっそう大きく見込んだため，平均世帯人員は昭和

75年の2.60人，昭和100年の2.36人まで大きく低下するが，ケースⅢの推計では世帯主率の変

化が小幅なため，昭和75年の2.92人，昭和100年の2.90人までしか低下しない。

（３）単独世帯数の見通し

単独世帯数は昭和60年現在，790万世帯，世帯総数の20.8％を占める。ケースⅡの推計によ

ると，単独世帯数は今後一貫して増加を続け，昭和75年に1,150万世帯，昭和１００年には1,360

万世帯になる（図３)。世帯総数は，今後40年間で1.32倍となるのに対し，単独世帯数は実に

1.73倍の伸びを示すことになる。その結果，単独世帯数が世帯総数に占める割合は昭和75年
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には24.4％，昭和100年には26.4％に達する。

ケースＩの推計によれば，単独世帯数は昭和75年の1,400万世帯，昭和100年の1,810万世

帯まで増加するのに対し，ケースⅢの推計では昭和75年の1,010万世帯，昭和100年の１，１６０

万世帯までの増加にとどまる。

図２平均世帯人員の推移
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（４）核家族世帯数の見通し

核家族世帯数は，戦後大きく増加し，一般世帯総数に占める割合も徐々に上昇してきた。

しかしながら，昭和55年から60年にかけては伸びが鈍く，一般世帯総数に占める割合はわず

かながら低下した。昭和60年の核家族世帯数は2,280万世帯，世帯総数の60.0影を占める。

ケースⅡの推計によると（図４)，核家族世帯数は昭和90年の3,070万世帯まで増加を続け

るが，その後は減少に向かい，昭和100年には3,050万世帯となる。今後の核家族世帯数の増

加率は世帯総数のそれとあまり変わらないため，世帯総数に占める割合は今後それほど大き

く変化しない。ケースＩの推計によれば，核家族世帯数は，今後一貫して増え続け，昭和

100年には3,190万世帯となるが，世帯総数に占める割合は57.3％まで低下する。ケースⅢの

推計によれば，核家族世帯数は，昭和80年の2,560万世帯まで増加した後減少に向かい，昭和

100年には2,430万世帯，世帯総数に占める割合も５４４％まで低下する。

（５）世帯主の年齢65歳以上の一般世帯数の見通し

世帯主の年齢が65歳以上の一般世帯数（以下「65歳以上世帯数」と略称）は，人口の高齢

化と核家族化とが相まって近年著しい伸びを示してきた。すなわち昭和50年から60年までの

10年間に世帯総数は1.13倍の伸びにとどまったのに対して，「65歳以上世帯数」は1.53倍の

伸びを示した。

ケースⅡの推計によると，「65歳以上世帯数」は昭和60年の520万世帯から今後一貫して増

え続け，昭和75年には960万世帯，昭和100年には11400万世帯に達する（図５)。「65歳以上

世帯数」の伸びは世帯総数の伸びを大きく上回る。世帯総数は昭和75年に昭和60年の124倍，

昭和100年には1.32倍となるのに対して，「65歳以上世帯数」は昭和75年に昭和60年の1.84倍，

昭和100年には2.68倍となる。

ケースＩの推計では65歳以上世帯数は昭和75年に1,050万，昭和100年には1,670万となる。

ケースⅢの推計では，昭和75年に748万，昭和１００年には1,240万となる。

（６）世帯主の年齢65歳以上の夫婦世帯数ならびに単独世帯数の見通し

世帯主の年齢が65歳以上の夫婦世帯数ならびに単独世帯数（以下「65歳以上夫婦ならびに

単独世帯数」と略称）は昭和50年から60年にかけてそれぞれ1.83倍，１８７倍の伸びを示した。

ケースⅡの推計によれば，「65歳以上夫婦ならびに単独世帯数」は昭和60年のそれぞれ160

万世帯，120万世帯（合計280万世帯）からほぼ一貫して増加を続け，昭和75年にはそれぞれ

310万世帯，240万世帯（合計550万世帯)，昭和100年にはそれぞれ’460万世帯，380万世帯(合
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図４核家族世帯数の推移
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図６世帯主の年齢65歳以上の「夫婦ならびに単独」世帯数の推移
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計840万世帯）となる（図６)。「65歳以上夫婦ならびに単独世帯数」は，昭和75年に昭和６０

年のそれぞれ1.95倍，２．０１倍，昭和100年にはそれぞれ2.90倍，３．２１倍となる。

ケースＩの推計では，「65歳以上夫婦ならびに単独世帯数」は，昭和75年にそれぞれ340

万世帯，260万・世帯（合計600万世帯)，昭和100年にはそれぞれ540万世帯，440万世帯（980

万世帯）となる。ケースⅢの推計では，昭和75年にそれぞれ316万世帯，202万世帯(合計518

万世帯)，昭和100年にはそれぞれ426万世帯，332万世帯（合計758万世帯）となる。

おわりに

今日，わが国の家族は大きな岐路にさしかかっている。最近の世帯の動きをみると，－時

の「核家族化」の動きが鈍りⅢ平均世帯人員や単独世帯割合も変化が少ない。一方で家族そ

のものを生み出す人口動態の最近の動きをみると，婚姻率の低下，未婚率の上昇，出生率の

低下が著しく，離婚率も高い水準にある。

前者の動きに注目する者は，わが国の家族は欧米の家族とは根本的に異なり，親子関係を

中心とした家族観は今後も根強く残ると考える。このような見方に立てば世帯数は今後せい
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ぜい人口の伸びに比例してふえる程度で，世帯規模もほとんど縮小しないという見通しとな
る。

人口動態の変化に注目する者は，独身者の増加や夫婦の子供数の減少によって今後単独世

帯が増加していき，欧米型の夫婦関係を中心とする家族観が強まっていくと考える。このよ

うな見方に立つと，世帯数の伸びは人口の伸びを大きく上回り，世帯規模は一段と縮小する

という見通しとなる。

本稿ではどちらかというと後者の見方に立ったケースⅡの推計結果を強調しているが，こ

れは40年後の日本の家族像を予測したからであって，今後10年や15年で一挙にわが国の家族

が欧米型に近づくとみているわけではない。

驚くべきことは，前者の見方に立った推計（ケースⅢ）においても，高齢者の単独世帯は

前述のとおり40年後に現在の2.8倍，330万世帯にも達するということである。これから訪れ

る超高齢社会では，三世代同居の慣行が大きく変わらなくとも一人暮らしの高齢者が大きく

ふえる。核家族化はその増加に一段と拍車をかけるということになる。

世帯予測の結果は，２１世紀の超高齢社会において高齢者扶養の問題が一段と深刻になり，

それがまた家族変化の行方と分かち難く結びついていることを改めて認識させた。
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第７章 世論調査からみた

曰本の 「家族」

毎日新聞世論調査部長

尾崎美千生



１はじめに

毎日新聞人口問題調査会（昭和24年設置）は昭和25年以来１年ごとに「全国家族計画世論

調査」を実施してきた。この調査には，たとえば「子供が老父母のめんどうをみることをど

う思いますか」といった親子関係の価値観を探る継続質問や，時々のトピックを追う質問も

部分的に取り入れてはいる。しかし，「人口調節について」（第１回調査昭和25年)，「産

児調節はどうしている」（第２回昭和34年)，「変わるか？家族計画，人口革命とともに

20年」（第10回昭和44年)，「人口、縮小再生産”が定着」（第15回昭和54年）といった

新聞発表の主要見出しが裏付けているように，調査の目的は日本の母親たちの理想子供数や

避妊，人工妊娠中絶など出生力をめぐる関数を導き出すことで近未来における人口動態の手

がかりをつかむことに置かれてきた。

それは調査会の設置目的そのものを反映してきたのはもちろんである。敗戦による植民地

の喪失，その狭くなった４つの島は海外からの引揚者，復員兵で満ちあふれた。引続くベピ

ーブームが人口の急増に拍車をかけた。人口と食粗との直線的な緊張関係が飢餓状況を全国

的に押し広げた。食糧増産と人口の抑制は敗戦・日本が文字通り生きていくための至上命題

であった。「公的な機能を持つ新聞の社会的責任」といえばいささか大げさにすぎるけれど

も，人口と飢餓の問題は新聞社に１つの調査会を発足させるほどのインパクトをもっていた

のである。

しかし戦後すでに40余年，「多産多死」から「少産少死」への、人口転換〃をなし遂げた

わが国では，少産傾向がすっかり定着，一方，、黄金の'60年代〃の高度経済成長期を経て経

済大国となったわが国は，その後の二度にわたる、石油ショック〃を乗り切って少なくとも

経済面では世界で１，２位を競う影響力をもつに至った。そしていま風飽食の時代”にあっ

ては，戦後の飢餓状況はそれを思い起こすことさえ覚束ない記憶の彼方に消えてしまった。

「家族は，それぞれの民族ないし，社会の構造を見通すかけがえのない拡大鏡」（人口問

題協議会編「人口事典」）といわれる。人口膨張の圧力と，飢えへのおそれにおののいた戦

後社会から，国民総生産（ＧＮＰ）第２位の経済大国への変貌はわが国の家族のあり方に大

きな変化をもたらした。戦後，占領軍の主翼を担った米国の強い指導力のもとで各方面で民

主化政策が遂行され，家族制度を律している民法の抜本的な改正も行われた。しかし，そう

した改革はいわば上からの改革であり，戦前型の大家族制度で支えられ，儒教的価値観に裏
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図１「家族」のうつりかわりと流行鱈
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付けられた日本人の家族価値観は法律改正でいつきよ}と色あせるものではなく，現在もその

残漣をいたるところにとどめていよう。

一方，経済の高度経済成長政策は農村から都市への大規模な人口移動を通じて核家族化を促

し，また所得水準の向上，高学歴化女性の地位向上と職場への大量進出などの諸要因は実質

的に家族制度のあり方や親子，夫婦関係，結婚，子供の価値などに対する意識を大きく変化さ

せてきた。離婚の増加傾向や，シングル・ライフを冠した本の好調な売れ行き，同棲，結婚

しても子供はつくらないというＤＩＮＫ(DoublelncomeNoKids）族の出現といった先端的

な現象は，一部ジャーナリスティックに誇張される傾向があるにせよ，日本の伝統的な家族

価値観とは異質な要素をはらんでいる。しかも，わが国の場合，世界に例をみないスピード

で進行する高齢化が介謹の問題をはじめ家族のあり方に及ぼす影響も無視できない。

極言すれば，戦後の日本では食うために子供の数を何人まで，どのような方法で「調節」

するかが家族の最大の課題であった。問題は生活，あるいは生存するための家族の構成員た

る子供の数であり，親子関係や夫婦関係を含めたトータルな家族が問題になることはほとん

どなかった。しかし，いま少産化傾向が定着する一方で，、家族の崩壊〃という声も聞こえ

てくる。家族の役割とはいったい何だろうか，さまざまな視点からその質が問われている。

「家族」という窓口を通して日本社会の変化の断面をみてみたら－というのが私たちが

「家族」を今年（昭和63年）の年間テーマにすえた動機である。とりわけ，日本の家族には

アジア的・儒教的伝統と欧米的・契約社会的価値観がどう折り合っているだろうかというの

が１つの問題意識であった。以下毎日新聞世論調査部が昭和63年４月に日本大学総合科学研

究所と協力して全国20歳以上の3,400人を対象に実施した「家族に関する全国世論調査」から

そのいくつかのポイントを報告してみたい。

２シングル・ライフ

海老坂武の「シングル・ライフ」（昭和61年）や川本三郎の「シングル・デイズ」（同６２

年）がよく売れるご時勢である。適齢期を過ぎても嫁のきてがなかったり，「売れ残った」

娘は「一人前」とみなされず，ひどいときには不具者扱いさえされかねなかったひと昔前の

社会を考えると隔世の感がある。

「最近，若い人の間で結婚にとらわれず一人で生活する人がふえていますが，あなたはこ

の生き方をどう思いますか」と聞いてみた。結果は男は「賛成できる」が42％に対し，「賛
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成できない｣は54％で反対派が上回るが，女は54％：４０％で賛成派が多数を占めた。男女を合

わせると賛成48,反対47でほぼ半々に割れた。しかし，これを年齢別にみてみると，２０代の

女性では賛成が73％でそのうち未婚者に限ると76％がこの生き方に賛意を表している。男で

も30代は63％が「賛成できる」と答えた（図２)。

図２若者が結婚にこだわらず
１人でも生活することについて（改宇は％》

凶成できない 貸成できる
4８

4７

国

（ 男）

7５

7３

霊i篝三

－
回

餌
「

(女）

6１

(出所）図ｌに同じ。

男女とも年齢が上がるにつれて批判的態度が強まるが，約半分の人が必ずしも結婚にとら

われない生き方に賛意を表したことは少なくとも独身者への偏見や社会的差別意識の希薄化

を物語っていよう。

こうした結婚にはとらわれない生活への理解の深まりには，女性の経済的・精神的自立，

性の家族からの解放という社会的規範の変動が大きく作用していることはもちろんであろう。

同時にシングル・ライフを維持していくためのマーケットの形成が随伴していることも見逃

せない。終日営業のコンビニエンスストアや外食産業がさかんな都市部に賛成派が多く，郡

部にいくほど減ることがそのことを裏付けている。卵が先か鶏が先かはわからないが，単身

生活をエンジョイする若者と，そうしたストアや産業が相補いながら都市部を中心に鰍コン
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ビニエンス・ライフ"ともいうべき一定のソサエティを形づくっているようだ。逆に嫁不足

が深刻な社会問題になっている農林漁業者の間では約70％の人が「賛成できない」と答えて

いる。

しかしながら，若者を中心とするシングル・ライフへの一般的な共感も，自分自身のこと

になると様相はかなり違ってくる。調査では未婚者だけに「生涯独身」を含めて「何歳くら

いで結婚したいと思うか」を聞いた。その結果，男の５割以上（52％)，女性の４割以上（４３

％）が25歳-29歳に集中し，「生涯独身でいたい」人は男では未婚者の２％，女では８％に

すぎなかった。ここには「独身生活も楽しみたいが結婚もしたい」というヤングたちのアン

ビバレンッな感情が表れていると同時に，アジア的皆婚思想の根強さがうかがえる。結婚し

たい年齢でも25-29歳以外を男女計でみると「年齢に関係ない」１５％，30-34歳12％，20-

24歳11％と，25-29歳とはかなり隔っており，「適齢期」の観念もかなり濃厚であることが

わかる。

厚生省の調べによると，昭和61年の平均初婚年齢は１０年前に比べ男は1.1歳，女は0.7歳伸

びて，男28.3歳，女25.6歳だが，若者の間のシングル志向はさらに晩婚化がすすむことを示

唆している。わが国はすでに世界でも有数の晩婚国だが，結婚年齢が遅くなると，肉体的，

心理的理由などから希望通りに子供を産めない夫婦が多くなることが考えられ，少産化にい

っそう拍車がかかることが予想される。

結婚しても子供はもたず，二人での生活をエンジョイするいわゆるＤＩＮＫの世界もこうし

たシングル・ライフの延長線上から生まれたものだろう。

「多くのＤＩＮＫたちは単に子供を持たないだけでなく，社会通念や，しがらみからも自由

である。精神的なものと同様，物質的面でもＤＩＮＫは淡白なことが多い。例えば無理して

通勤片道二時間半，おかずは三品以上は作らないという生活を続けて何としてでもマイホ

ームを，とは決して思わない。それより手ごろな賃貸マンションに住み，旅行に出かけ，う

るおいのある生活をしたいと考える。狭いところしか借りられなければ，持っている家具

は極力減らす。モッタイないとは思わないのである。捨てることの罪悪感よりは，暮らす

空間が快適であることの方が楽しいからである」（乾いずみ「論説会議」1988,3)。

誕生一成長一結婚一出産という既定のライフサイクルに挑戦するような試みが若者

たちの一時的なファッションで終わるのか，一定の社会的存在として持続するエネルギーを

持ち得るのかに注目したい。
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３結婚・再婚

結婚については「あなたが結婚したとき（するとき)，相手の次のことがどのくらい重要と

思いますか」という設問のもとで，学歴，職業，収入，年齢など８項目を挙げ，その重要度

を聞いた。

図３配偶者選択の基準
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(出所）毎日新聞世論調査（昭和63年４月）
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図３は男女を合わせた全対象者のグラフであるが，「とても重要」「重要」を合計した数

字が真中の50％ライン（点線）を超えているのは収入（計57％）と職業（54％）の２つにす

ぎない。次に親との同別居（39％）が続き，逆に親の財産（12％)，家柄（19％)，宗教（２３

％)，学歴（28％）などは重要度のランクはぐんと下っている。このことは一般的にいって，

収入や職業，親との同別居といった結婚相手自身の実利的な条件が配遇者選択において大き

なウエイトを占めていることを示しており，親の財産をあてにしたり，戦前までは社会的ス

テータスの最大の根拠であった家柄を結婚の基準にすることがもはや実際的でなくなってい

ることを物語っている。調査結果でみるかぎり，学歴や年齢も結婚の条件としては相対的に

比重を下げている。

これを男女別にみると男では①親との同.別居（「とても重要」「重要」を合わせて38％）

②職業（同35％）③年齢，収入（同いずれも33％）の順。女では①収入(同78％)②職業（同

70％）③親との同.別居（同39％）となっている。結婚観にも（とくに女性に）現代のドラ

イな世相が表れているようだ。

他方，調査では高齢化社会の進展でその機会がふえると思われる再婚への態度を聞いた。

この場合Ⅱ未婚者を含めて2,30代の若い世代と，すでに配偶者を失っている人を含めて高齢

者の間にはその現実感に相当の差異があると思われるが，「もし，あなたが高齢になって－

人になった場合，再婚したいと思いますか」との質問に対する全体の回答率は次の通りであ

った。（％）

いい相手をみつけてぜひ再婚したい４

いい相手がいれば再婚してもよい３３

なるべく一人で暮らしたい４０

絶対再婚したくない２０

無回答３

すなわち積極再婚派と「相手次第」といういわば。待機派〃を合わせて再婚に前向きの態

度を示した人（計34％）は，「絶対しない」積極拒否派と「なるべく一人で」という消極派

（計60％）よりは相対的に少数派である。しかしⅢ調査対象者のほぼ３人に１人が積極，消

極の差はあれ配偶者を失った場合に再婚への意思を示していることに「二夫にまみえず」の

古い倫理観の後退を読みとることもできよう。

年齢別にみると，男女とも若い世代ほど再婚への意欲が高く，高齢になるに従って下降線

を描く。しかし60歳以上の年齢層に限ってみると男の方が女より相対的に意欲は高い。さ

らに学歴別では高学歴の人ほど再婚への意思を明らかにしている。
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４雛婚

今回調査では「離婚に関する質問を含めると他の調査項目への悪影響が出るのでは」とい

う調査票作成の段階で出された慎重論を押し切って離婚に関しても３つのアプローチを試み

た。現在の家族状況，とくに夫婦関係を観察するのに離婚問題への設問は不可欠と思えたし’

将来他のアジア諸国や欧米社会との比較研究にも役立つと考えたからである。３つのアプロ

ーチとは，①最高裁が昨年，浮気などで結婚生活を破局させた側からの離婚請求を一定の条

件付で認める判決を下した「破綻主義」への反応②実際の離婚経験者に対する結婚期間と

離婚の理由③現在結婚生活継続中の人に対する離婚願望と，離婚しなかった理由一であ

る。

まず①の最高裁判決に関する質問には，

愛のない戸籍上だけの夫婦の関係に解決の道を開き時代の流れにも沿っているので支持

する３８％

離婚の原因をつくった側を救済することになり，実際には弱い立場の女性を一層不利にす

るので納得できない２５％

わからない３２％

無回答その他５％

という結果を得た。

「わからない」人が３分の１もいるが，いちおう最高裁判決を現実処理の観点から支持

する意見が，いわば倫理的立場を貫こうという主張を上回った形になっている。最高裁がこ

うした「破綻主義」に基づく判決を下したこと目体が画期的なことだが，国民の相対多数が

この判決を支持していることは，一般的にはそれだけ離婚に対する態度が現実的，合理的に

なってきていることを示しているといえよう。

しかし，離婚に対しても日本人に顕著な「本音と建前」の使い分けがみられるようだ。離

婚経験者に対して結婚期間と離婚理由を聞いた質問には約2,400人の有効回収数のうち，１００

以下の，しかも不完全な回答しか得られずサンプル不足で有効な分析対象に至らなかった。

このこと自体が離婚は恥しいものとしてタブー視する社会通念の根強さを証明していると思

われる。
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現在結婚生活継続中の人には，現在の配偶者と離婚したいと思ったことがあるか，「ある」

と答えた人には，それにもかかわらず離婚をしなかった理由を尋ねた。その結果は図４の通

りで，３人に1人が離婚を考えたことがある（「よく」と「たまに」の計）と答えた。

図４離婚を考えたことがありますか
●

よくある

離婚しなかった理由（２つ以内）

7２子供がいる

がまんすればよい露霧霧蕊讓|誕
蕊鱸が改善された霞震蕊鬮２１

経済的に困る蕊蕊'３
世間体が悪い蕊９
親が悲しむ蕊８

その他･無回答圏５
（出所）図１に同じ。

２組に１組は離婚するといわれる米国の現実とは程遠いとしても，３人に１人は潜在的に

離婚願望を抱いている，あるいは抱いたことがあるという調査結果はそれなりに日本の夫婦

の現実感覚を反映したものだろう。離婚を考えたことが「よくある」人が実際に離婚に踏み

切る人はごくまれだと思われるが，仮りにこの人たちの比率４％を日本全国の既婚者数に掛

け合わせてみると，240万人となり昭和62年の離婚者実数の約7.7倍にもなる。

しかし重要なことは，それにもかかわらずなぜ離婚に至らなかったかであろう。逆にその

つつかい棒がとれれば日本でも離婚が激増する可能性を秘めているからである。

離婚したいと思ったことのある人（「よく」「たまに」を合わせて）に離婚を踏みとどま

った理由を聞いたところ，図４の通り「子供がいる」が断然トップで，２位「がまんをすれ

ばよいから｣，３位「事態が改善された」の順で子供が大きな、抑止力”となっていることが

わかった。子供への愛情は別として，独立した夫婦関係を重視する欧米社会と，子供との紐
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帯関係が夫婦関係までも律するアジア的価値観が離婚数の多少に決定的な影響を与えている

といえそうだ。永い間にわたって培われてきた親子関係の強さは，そう簡単には変わらない

だろうが，わが国の場合，子供が独立したあとの中高齢離婚がふえていく可能性を示唆して

いるように思われる。

５高齢化社会への準備

（１）男の台所仕事

調査結果の分析検討会の席で「高齢化社会のＰＲが相当効いているなぁ」という声がしば

しば聞かれた。性別役割分担意識を探るために設問した男の台所仕事に対する評価にその一

端がよくあらわれている。

図５男が台所の仕事をすること

ない
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卜|鰯iIii蓼！50代
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(数字は％）

(出所）図１に同じ。

「あなたは，男性が台所仕事をすることについてどう思いますか」との質問に男女計では

4人に３人までが「いいことだ」と答えた。女性の８割以上が歓迎していることは当然の数
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字かも知れないが，男の方も７割近く（68％）が覚悟を決めているようだ。さらにその理由

についても聞いたが，「働く女性が増えているから男も応分の協力をした方がよい」が賛成

理由のトップ（39％)。「高齢化社会にそなえて男も料理ぐらいできた方がよい」が２

位（31％）を占め，性別役割分担そのものを否定する意見（19％）や，単身赴任にそなえて

（６％）などを大きくしのいだ。一方，男の台所仕事に批判的な約２割の人にやはりその理

由を聞いたところ，「男は外で働いているのだから台所の仕事までする必要はない」が約６

割いた。しかしこれらの人を賛成者を含めた全体比に直すとわずか13％となる。古い家族制

度を支える１つの前提であった「男は外へ出て仕事，女は家で家事」という図式は少なくと

も意識の面では大きく崩れていることが裏付けられた。

（２）財産相続

古い家族制度のもとでは男子直系を中心とする家族制度を担保するものとして，「長子相

続」が確立されていた。今回の調査で両親がなくなった場合の財産相続の優先順位をあげて

もらったところ，「長男」と答えた人が１割台（12％)，「子供全員に平等に分ける」とした

人が４人に１人（25％）だったのに対し，「長男でなくとも家族のなかで面倒をみた人」が５

割近く（48％）に達した。これに「家族に限らず老後の面倒をみた人」（11％）を加えると

約６割の人が親の面倒をみることを財産相続の条件にしていることがわかる。

「イエ」の存続を保証するための戦前型の「長子相続」から，新しい民法思想に基づく均

等配分へ，そして調査結果にみられたように財産相続の性格が実利的，対価的なものへと変

化してきているさまが如実にあらわれている。これも高齢化社会へ向けての意識の卿準備作

業〃ととらえることができるのではあるまいか。

（３）親との同居

配偶者選択の基準としては53％対39％で，親との同別居を重要視しない人の方が重要と思っ

ている人より相対的に多いという結果が出ているものの（図３参照)，実際には同居の問題に

も高齢化社会の深い投映が見出されるようである。

欧米社会では老夫婦が独立して生活して，子供の家庭とは相互訪問や電話を掛け合う、別

居交流”型が普通だが，日本は韓国や中国，タイなどに次ぐ蝿同居交流”型とされてきた。

しかし調査に表れた同居率を各年代別にみてみると，実態は両型の中間にあるように思われ

る。親が健在な人の同居率を各年代別にはじいてみると，２０代５％▽30代30％▽40代37％▽

50代23％▽60歳以上５％－である。２０代の若夫婦では親の96％が健在だが，同居するケー
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スは少なく，親が70歳前後になる40代で同居率はぐんとはね上がる。若いときには別居して，

親が年をとってから同居するというパターンは，日本人が生み出した１つの知恵かもしれな

い。

同居する際に，親と子のどちらの家に移ったかをみると，「自分（子供）たちが親の家に」

が66％でもっとも多い。しかし同居した場合の家計費の負担では，子供の方が負担している

ケースが半分以上を占め，「自分（子供）たちが多い」を合わせると68％に達する。住宅難

も背景に，「家は親の世話になるが，家計費は子供がもつ」という一種の、黙契”が成立し

ているケースも少なくないと思われる数字である。

６「イエ」意識の残像と家族の役割一結び－

新憲法や民法の抜本改正により，家父長制を柱とする戦前型の家族制度は廃止された。し

かし，過去の制度や「しきたり」に対する私たちの意識は突然，画一的に変わるものではな

いことはもちろんである。古い家族観がどこまで残っているかを調べるリトマス試験紙とし

て私たちは，①長男の親に対する扶養義務②家名の存続③墓の継承一の３点を用いて

その意識を探った。

その結果，回答者の３人に１人が「長男には親を扶養する義務がある」と答え，また４人

に１人が「家名は，養子をとってでもたやさないようにすべきだ」と回答した。さらにお墓

については８割以上（83％）の人が「先租の墓は大切に守って，子孫に伝えていくべきだ」

との態度を示した。親の扶養や家名の継続に関して示された回答の役割を旧民法的家族観が

ここまで希薄されてきたと読むべきか，遺制の根強さの証明とみるべきかは，受けとる側の

立場によるだろう。ただ長男の親に対する扶養義務や家名を大切にする意識は大都市より郡

部に，とくに東北，北陸地方に強く，職業別にみると農林漁業者の間に突出していることは，

工業化社会出現以前の農業社会を支えた家族制度の濃い名残りを感じさせる。しかも，こう

した旧家族制度の価値観は女より男により強く，しかも年齢が高くなるほど肯定意見の比率

は上る。これらのことはかつての家族制度が男にとって都合がよかったという事実と深く結

びついていると思われる。

墓に対する現代日本人の傾倒ぶりは，たんに祖先崇拝のシンボルとしてだけでなく，経済

の高度化に伴って農村から都市への人口移動，核家族化の進展と密接に結びついているとみ

る専門家が多い。今日では墓はもはや遠い租先と自分とをつなぐ鎖としてというよりも，父
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や母，せいぜい祖父母の思い出を記憶するためのモニュメントとしての意味を強め，都市部

における地価高騰という社会的背景と相いまって一種の、墓ブーム”を呼んでいるとの見方

である。こうした分析が正しいとすれば，現代日本人の墓への傾斜は．むしろ家族形態の変

化を背景に出てきたものといえるだろう。

このように家族をめぐる人々の意識は過去の遺産を引きずりながら，一方で変化の過程に

ある。本稿でみてきたような単身生活へのあこがれや，結婚しても子供をもたないＤＩＮＫ

族，あるいは晩婚化や離婚の増加傾向を「家族の崩壊」ととらえる向きも少なくない。しか

し，私たちの調査で家族の役割に関する質問への回答でみるかぎり，「家族」に寄せる人々

の意識はむしろ情緒的な面に大きく傾斜しているようにみえる。「家庭の役割にはいろいろ

な面がありますが，あなたが重要だと思うのは次のうちではどれですか」（２つ以内で）と

いう質問に対して，少産傾向と所得水準の向上を反映してか，「子供を産み育てる場」（１０

％）や「経済生活を支える場」（26％）は少なく，「休息，安らぎの場」（56％)，「家族が

お互いに成長していく場」（55％）の２つに集中している。家族の危機が意識されればされ

るほど人々の家族への帰巣本能がかえって刺激されているのだろうか。

家族という人間の複合体を数字で説明することは，１人の人間を計量的に分析することが

困難であると同様に難作業である。ただ経験的に言えば，１つ１つの数字は信頼性に欠けた

り，頼りがいがなくても，マスとしてまとまると人間集団の意識の傾向，パターンをかなり

の程度把握することができる。私たちが各種選挙の事前調査で有権者の投票行動を予測した

り，時事問題や読書調査，暮らしの問題やにころ」の問題に至るまで，できるだけ科学的

方法を用いて真実に近いものを追求していく際の拠よりどころはそこにある。

今回の家族調査では，必ずしも各質問への回答を総合的に整理してみてもそこに首尾一貫

した答えが出てくるわけではない。むしろ各回答間にはしばしば相矛盾する傾向やアンビバ

レンツな態度がしばしばみうけられる。しかしそのことがむしろ予盾に満ちた人間の多面的

なアスペスクトを表しているのではあるまいか。とりわけ東西文化のはざまに生きる日本人

がアジア的なものと欧米的な価値観をうまく融合している姿が随所にみられた。シングル・

ライフへの強いあこがれを抱きながらアジア的皆婚思想は依然として強固である。３人に１

人が離婚を一時的にせよ頭に浮かべながら子供のことを考えたり，がまんして踏みとどまっ

ている。親との同別居にしても，「同居交流型」と「別居交流型」の中間をいくように若い

ときには別居するか親が年をとったら同居するケースが多い，などはその例である。

欧米的な価値観を親和し，アジア的なものと調和していく力，この曰本人の特性は，独創

－８９－



性のなさとしてはしばしば批判の対象になってきたが，宇宙船地球号の潤滑油としても少し

積極的に見直されてもいいのではあるまいか。「家族」に関しても，戦前的な権威主義的な

関係でなく，生き生きとした世代間の交流や協力の場としての大家族主義が再発見されても

いいのではないか。ただそれが社会福祉に対する行政の怠慢を許す口実にされてはならない

ことはもちろんである。

－９０－
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